
総務部　CSR推進室

NTTコミュニケーションズ株式会社

〒100 - 8019　東京都千代田区内幸町1-1-6
TEL     03 -6700 - 4770　　FAX   03-3539 -3082
E-Mail  csr@ntt.com
URL     http ://www.ntt.com/csr/

本冊子の印刷における環境配慮など

■資材
・用紙
森林管理協議会（Forest Stewardship Council）で認証された適切に管理
された森林からの原料を含む、FSC認証紙を使用しています。

・インキ
VOC（揮発性有機化合物）成分を含まない 100% 植物インキで、大気汚染
の防止に配慮しています。

■製造工程
・グリーン購入ネットワーク（GPN）が定める「オフセット印刷サービス」
発注ガイドラインに基づいています。

・印刷
現像液を使う製版フィルムを使用せず、環境負荷低減につながる CTP印刷を
採用し、印刷時には有害な物質を含む浸し水が不要な、水なし印刷を行って
います。

・製本　
リサイクルに配慮した接着剤を製本に使用しています。不要となった際は、
リサイクルにご協力ください。

■梱包・配送
・本報告書の梱包はエコメールでの個別配送を行っています。

■カラーユニバーサルデザイン
色覚の個人差を問わず、多くの方に見やすい表示を心がけ、NPO法人カラー
ユニバーサルデザイン機構（CUDO）から認証を取得しています。
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私たちNTTコミュニケーションズグループ
は、1999年に情報通信事業を行う会社
としてスタートして以来、情報社会の多様
なニーズにお応えし、各種サービスを提供
してきました。そして現在、「コミュニケー
ションの新たな価値を創造し現在と未来を
“つなぐ ”パートナー」になることを事業
ビジョン2010に掲げています。ICT事
業を象徴する “つなぐ ”ということに価値
を置く私たちは、行動指針に基づいて、お
客さまやビジネスパートナー、株主のみな
らず、私たちの企業活動によって影響を受
ける競合他社や社会全体、ともに働く職場
の仲間をステークホルダーとして常に意識
しております。そして、「社会への貢献」「地
球環境保護」「人財の尊重」というCSR
基本方針のもと、事業を通じ、すべてのス
テークホルダーとともに社会の持続的発展
を目指していきます。

事業活動と
ステークホルダー

競合他社
私たちは、ＮＴＴグループを代表するグロー
バル企業であり、国内外の競合他社とフェ
アな競争を行っています。また、公共政
策に際して共同で開発を行ったり、業界
発展のための連絡会を開催するなど、さ
まざまなかかわりをもっています。

競合他社への約束　　　　　　　　　　　　
❶競争のルールを守り、フェア、誠実に闘います。
❷フェアに闘うことで、自社の競争力をさらに
高めていきます。

競合他社

ビジネス
パートナー

お客さま

NTT COMMUNICATIONS GROUP

法人ビジネス　ICT Solution Partner

世の中を先取りした「コンサルティング」
型ソリューションを提供します。

ネットビジネス　CreativE- Life for  Everyone

新しいライフスタイル／価値を提案する
パーソナルネットサービスを提供します。

NTTコミュニケーションズグループ

ビジネスパートナー
私たちは、国内外のビジネスパートナー
から、サービスや資材、人材などの提供を
受けています。パートナーとのWin-Win
の関係が持続するよう説明会の実施や、定
期的なフォローとしての評価の見直しを行
うとともに、双方向の意思疎通の場も設け
ています。

ビジネスパートナーへの約束　　　　　　　
❶お客さまに提供する価値を最大化するために、
パートナーとの協力関係を活用します。
❷ビジネスパートナーの選択はフェアに行いま
す。
❸パートナーシップによる効果を最大限に発揮
できる関係を築きます。
❹パートナーシップによってお客さまにバ
リューを提供する際に、不誠実な行為はしません。
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お客さま
私たちは、国内外のお客さまに対してサー
ビスを提供しています。365日 24時間
対応でお客さまの声を聞く仕組みを構築し、
お客さまの声を経営やサービスに取り入れ
ています。

お客さまへの約束　　　　　　　　　　　　
❶「商品・サービスありき」の発想ではなく、お
客さまのニーズをよく理解した上で、　お客さまに
とって本当に価値あるソリューションやサービス
を提供します。
❷ NTTコミュニケーションズグループの社員とし
ての責任とプライドを持って、スピーディ・柔軟・
誠実に対応します。
❸お客さまとの永続的な信頼関係を築きます。
❹どんな時もお客さまの信頼を裏切るようなこ
とはしません。

私たちNTTコミュニケーションズグループは、ICT ソリュー
ションパートナーとして、情報通信サービスの提供を通じ
て、グローバル規模で社会の新たな価値創造や課題解決に取
り組み、豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

■社会への貢献　私たちは、情報通信技術の向上に努め、
グローバル規模で、安定的で信頼性の高い情報通信サービス
を提供するとともに、情報セキュリティの確保に取り組み、
より安心・安全な社会の実現を推進します。
　私たちは、新たなビジネスモデルやライフスタイルの提案・
提供を通じて、社会の新たな価値創造に取り組み、あらゆる
人々が積極的に参加できる社会づくりに貢献します。

■地球環境保護　私たちは、事業活動の全過程において地球環境
保護に積極的に取り組むとともに、情報通信サービスの提供を通じ
て、環境にやさしい社会の実現に貢献します。

■人財の尊重　私たちは、社員一人ひとりの多様性を尊重し、自己実現を可
能とする職場環境をつくるとともに、パートナーの皆さまと高い倫理観を持って、
情報通信のプロフェッショナルとして、企業活動を通じて社会的責任を果たします。

◎CSR基本方針

「法人ビジネス」と「ネットビジネス」
ふたつの事業領域でより豊かなサービス
を提供していきます。
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NTTコミュニケーションズグループ「CSR報告書2008」
を読んで

一橋大学大学院修士課程修了 (公共経済学、環境経済学専攻 )。1986 年に大和証券に入社。
94年に大和総研に転籍。東京都環境審議会委員、神奈川県「かながわ産業活性化懇話会」委
員、環境ビジネスウィメンメンバー、サステナビリティ日本フォーラム評議委員、社会的責任
投資フォーラム理事＆運営委員などを歴任。青山学院大学非常勤講師。アナリスト協会検定会員。

株式会社大和総研 経営戦略研究所　主任研究員
河口 真理子氏

　昨年も第三者意見を述べさせていただき
ました。そのうち昨年も指摘させていただい
たネットワークの信頼性確保について、社
員座談会でも「信頼性を確保したネットワー
クデザインは、社会貢献の要素がある」と
あります。確かに情報ネットワークは今の
社会に欠くことできない重要なインフラで、
信頼性確保は本業そのものでもあります。し
かし信頼性確保のための努力は一切社会に
知らしめないようにすべきでしょうか？　
悪意も善意の情報もすべて平等に扱いかつ
世界で共通して使われるインターネットと
いう社会的なインフラの持つリスク、そし
てそのシステムを昼夜を問わず動かすため
の人的・環境的負荷などネガティブな側面
（すなわち舞台裏）を通信会社は、社会に見
せない努力をしながらマネジメントしてい
るわけです。それは社会として快適なこと
ではありますが、この大変さとリスクもき
ちんと社会に認識させることは信頼性確保
と同様に重要なCSRの一環だと思います。
　一方ダイバーシティの取り組みについて
「IT産業は、基本的にダイバーシティの取り
組みがしやすい業界であり、この分野で業
界のリーダーとしての取り組みを期待する」
と昨年指摘しました。この4月にはダイバー
シティ推進室が設置されており、本腰を入
れてこの問題に取り組む姿勢が伺えること
は評価できます。女性の働きやすさ、仕事
と家庭の両立支援（ワーク・ライフ・バランス）
の取り組みを始めたこと、男女社員数の内
訳、育児休業取得者数などのデータも開示
され、徐々に取り組みが進展していること
が読み取れます。ただし、女性の役付け者

の全体に占める率など、女性従業員の活用
度合いを示す数値がないのは残念です。ダ
イバーシティの目的とは、多様な価値観・
個性を持った多様な人材が活躍できる職場
づくりです。「女性活用」はその第一歩に
すぎません。障がいのある従業員や外国籍
の従業員、派遣や年俸社員などの雇用条件
の違う従業員など、多くのダイバーシティの
切り口が存在します。女性活用に終わるこ
となく、今後は本当の意味でのダイバーシ
ティのとれた職場づくりを長期目標に取り
組んでいただきたいと思います。
　なお今年のトップコミットメントにおい
て、「現在と未来を ”つなぐ ”ことを大前提に、
情報通信サービスという本業を通じてお客さ
まや社会の新たな価値創造に勤める」とあり
ます。実は持続可能性の問題とは、将来世代
と現在世代をどのようにつなぐか、というこ
とでもあります。ネイティブアメリカンの言
い伝えに、「我々は自然環境を7世代後の子
孫から預かっている」というものがあります。
自然は先祖から受け継いだものではなく、子
孫から借り受けている。豊かな自然を次世代
に渡していく義務が我々にはあるのです。し
かしながら現在の我々は将来世代の分まで資
源を食いつぶしています。トップコミットメ
ントはこのようなメッセージとして読み取れ
ることを強調したいと思います。
　また和才社長は、現場力の重要性を強調す
るとともに環境問題解決手段としてのICT
の重要性を訴えています。社員座談会でも「見
える化だけでなく、可視化することが実感に
つながる」というコメントがあります。人々
の行動を起こさせるためには、正確な情報伝

達とその「見える化」そして、それを実感す
るための想像力の強化、があります。いずれ
も ICTが重要な役割を果たす分野です。特に
ICT は人々の想像力を強化するツールになり
得ること、そしてそれは非常に社会的意義の
あること、ということを現場の方々も強く認
識していただきたいと思います。
　最後に地球温暖化対策です。昨年「大胆
な環境戦略を経営戦略の一環に組み込む」こ
とを指摘させていただきました。2004年
に策定された長期ビジョンでは「物質的な豊
かさを至上とする価値観から自然環境の維持
を優先する価値観へ転換が起こらなければな
りません。価値観の転換が生まれ、世界が変
りはじめるためには、世界中の人々が対話を
し、互いを理解しあうことが最も大切だと考
えます。私たちは、（中略）世界に偏在する
古今東西の知恵を交換･共有できるプラット
フォームを提供するとともに、世界中の人々
のコミュニケーションをサポートすることを
通じて、心豊かで、永続的な社会の実現に
貢献します（下線部筆者）」とあり、会社の
本業（ミッション）を即社会の課題解決に結
びつけること、がきちんと明記されていま
す。残念ながらこの長期ビジョンは今年から
はウェブ上だけの開示になりましたが、これ
は環境経営を考える上での精神的支柱であり、
従業員やその他のステークホルダーと広く共
有すべきものなので、常に目に付くところに
掲載すべきではないでしょうか。そして、福
田ビジョンも提示されたことですし、次のス
テップとして超長期・中期目標（2020年ま
で）を策定し、長期的視野にたった環境経営
に取り組んでいただくことを期待します。

◎第三者意見

◎ご意見をいただいて NTTコミュニケーションズ株式会社　代表取締役副社長　グループCSR委員長　田村 正衛

　2007年度は、「NTTコミュニケーション
ズグループCSR基本方針」に基づき、全員
参加型の CSR活動をスローガンとして取
り組んでまいりました。オフィス環境対策
など、従業員一人ひとりが活動に参加する
ことで、みんなで意義を実感・共感し、とも
に考えることができる組織文化浸透の仕組
みづくりを手探りながら進めております。
　私どもは、社会的に重要な情報インフラ
であるネットワークの信頼性確保、健全な

運用のために、お客さまが安心・安全にご
利用いただけるよう日々努めております。
地球温暖化や災害などリスクへの対応は、
通信事業者だけでは解決できない課題が数
多くあります。今回ご指摘いただいた情報
インフラのネガティブな側面を意識した上
で、事業活動においてリーダーシップを発
揮し、ステークホルダーとの継続的なコミュ
ニケーション・協業など全員参加型のCSR
活動を拡大していきます。

　CSR戦略に基づく
中長期目標の達成に向
けて2006年度にCSR
指標を策定し、2007年度は実感の伴う
CSR の見える化を始めました。今後もつ
なぐの精神に則り、長期・超長期的な戦略を
持ってダイバーシティや環境ビジョンなど、
ご期待にお応えできるよう持続可能な社会
の実現に向けて邁進していきます。
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社会
私たちは、世界21ヵ国に人員を配置してお
り、サービス提供エリアは 200 地域を
超えています（2008年3月31日現在）。
また、企業としてできる社会貢献は何かを
常に考え、地球環境保護や地域・国際交
流などに参画しています。

社会への約束　　　　　　　　　　　　　　
❶より安全で革新的なサービスの提供を通じて、
インターネット社会の健全な成長に貢献します。
❷社会とのつながりを大事にします。
❸世界各国の文化・慣習を理解し、尊重します。
❹私たちは、社会の発展と地球環境保護に貢献
します。

社　会

社員・職場環境

Corporate Social Responsibility Report

株主
私たちは、お客さまに満足していただけ
るサービスを提供し、株主から常に支持
と信頼を得られるよう誠実に努力するこ
とで企業価値の向上を目指しています。

株主への約束　　　　　　　　　　　　　　
❶事業活動の結果に関する情報を公正、正確、
タイムリーに開示します。
　（2007年度実績 : 四半期ごとに4回公表）
❷中長期的なビジョンや戦略を、正しく伝えます。
　（2007年度実績 : 2回の決算発表時に公表）
❸企業として絶え間ない成長を続け、株主の利
益を高めるように努めていきます。
❹事業活動に関する情報の悪用によって、株主の
利益を損なうことは絶対に行いません。

2

株　主

社員・職場環境
私たちは、日本10,780人、アジア820人、
アメリカ1,210人、ヨーロッパ410人の
社員（2008年3月31日現在）への、働き
やすい職場環境の提供を目指しています。
また、公平な評価制度のもと、個性・多様
性、人権を尊重した雇用環境をつくって
います。

社員・職場環境に関する約束　　　　　　　
❶社員一人ひとりが ICTプロフェッショナルと
しての自覚・責任感を持ちます。
❷個性と多様性を認め、お互いの人権を守ります。
❸お互いを信頼・尊重し、自己実現を図るのに
ふさわしい環境を創ります。
❹企業変革の諸施策に、積極的に取り組みます。
❺情報通信企業として、セキュリティ保護に全力
を尽くします。
❻元気な職場環境作りに取り組みます。

NTTコミュニケーションズグループ

社会への貢献
●安心・安全な社会の実現
●新しいビジネスモデルや
ライフスタイルの提案・提供

地球環境保護
●事業活動における環境保護
●サービスの提供を通じた
 環境にやさしい社会の実現

人財の尊重
●多様性の尊重
●自己実現を可能とする職場
環境の整備

●パートナーの皆さまと高い
倫理観を持ち、企業活動を
通じて社会的責任を果たす

CSR基本方針

法人ビジネス ネットビジネス

「NTTコミュニケーションズグループCSR基本方針」は、NTTグループ
CSR憲章を踏まえて定めております。

「NTTグループCSR憲章」はWebに掲載しています。
http://www.ntt.com/csr/report2008/data/stake-holder.html#9
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NTTコミュニケーションズ会社概要

名称	 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社
	 （NTT	Communications	Corporation）
所在地	 〒100-8019　東京都千代田区内幸町1丁目1番6号	
営業開始日	 1999年7月1日
資本金	 2,117億円（2008年3月31日現在）
資本出資構成	 日本電信電話株式会社　100%
従業員数	 8,550人（2008年3月31日現在）
事業内容	 電気通信事業など

主要グループ企業（2008年6月30日現在）

北京電信恩梯梯工程有限公司
上海恩梯梯通信工程有限公司
恩梯梯通信設備（上海）有限公司
NTT Com Asia Ltd.
他、NTT Com Asia Ltd.関連会社1社
HKNet Company Ltd.
台灣恩悌悌股份有限公司（NTT Taiwan Ltd.）
NTT Korea Co.,Ltd.
NTT MSC SDN.BHD.
NTT Communications (Thailand) Co., Ltd.
NTT Communications (Vietnam) Ltd.
NTT Singapore Pte. Ltd.
PT NTT Indonesia
NTT Australia Pty. Ltd.
NTT Communications India Private Ltd.
NTT America, Inc.
NTT Multimedia Communications Laboratories, Inc.
Verio Inc.
NTT do Brasil Telecomunicações Ltda.
NTT Europe Ltd.
NTT Europe Online B.V. 
他、NTT Europe Online B.V.関連会社6社など
㈱エヌ・ティ・ティ・イフ
エヌ・ティ・ティ・コム チェオ㈱
NTT コムテクノロジー㈱
NTT スマートトレード㈱
エヌ・ティ・ティ・ナビスペース㈱
エヌ・ティ・ティ・ビジュアル通信㈱
エヌ・ティ・ティ・ビズリンク㈱
㈱エヌ・ティ・ティピー・シーコミュニケーションズ
エヌ・ティ・ティ・ファネット・システムズ㈱
㈱ NTTぷらら
エヌ・ティ・ティ レゾナント㈱
エヌ・ティ・ティ・ワールドエンジニアリングマリン㈱
他、エヌ・ティ・ティ・ワールドエンジニアリングマリン㈱関連会社1社
㈱ Live Life Japan　など

※2007年度のグループ会社の変更
2008年3月1日、㈱ぷららネットワークスは社名を㈱NTTぷららと変更しました。
これは、NTTコミュニケーションズ㈱の「OCNシアター」、㈱オン･デマンド･ティービー
の「オンデマンドTV」、㈱NTTぷららの「4th	MEDIA」の3つの映像配信サービスを
統合し、新たな映像配信サービスを開始したことに併せて、NTTグループのTV向け映
像配信サービスの提供会社として社名変更したものです。

会 社 概 要

本報告書は、NTT コミュニケーションズグループの CSR（企業の
社会的責任）について、「 ICTソリューションパートナーとして、
情報通信サービスの提供を通じて、グローバル規模で社会の新たな
価値創造や問題解決に取り組み、豊かで持続可能な社会の実現に貢
献していく」活動であると位置づけ、グループとして取り組む姿勢・
活動を、さまざまなステークホルダーの方々にわかりやすくご理解
いただくことを目的に発行しています。
　昨年度に引き続き構成面では、2006 年6月に策定した「NTT
コミュニケーションズグループCSR 基本方針」の三つの柱をもと
に章立てを行い、基本方針と具体的取り組み姿勢や活動内容を関連
づけて報告しています。
　内容面では、昨年いただきましたご意見に基づき、巻頭特集で今
年の報告書のテーマである「全員参加」を強調するなど、読者への
訴求ポイントをはっきりさせる工夫をしています。さらに、報告内
容の選定にあたっては、重要な事項を特定するプロセスを通して、
冊子で報告する項目と Webで報告する項目を決定しており、「重要
性」と「網羅性」の観点に基づいて報告しています（重要なテーマ
の確定方法については下記参照）。

●重要なテーマの確定方法
本報告書は、NTTコミュニケーションズグループとして重要と考え
ている情報、社会からの要請やステークホルダーの方々が必要として
いる情報をバランスよくご提供するために、GRI ガイドライン第3
版の報告原則「重要性」の考え方も参考にして、次の 2段階のプロ
セスを経て掲載事項を選定しました。

1. CSR報告書 2007 での掲載テーマに加え、GRI ガイドライン
の「アプリケーション・レベルB」に必要とされているテーマ、同業
他社が開示しているテーマを追加し、開示を検討すべきテーマを網羅
的に掲出しました。なお、網羅性を担保するため、ISO26000「社
会的責任ガイドライン」第三次作業文書にて推奨されている項目も参
考としました。

2. 上記で掲出したテーマを対象に下記の 6つの評価項目の観点か
ら重要性の評価を行い、特に重要度が高いテーマに関する情報は冊子
で報告し、それ以外のテーマに関する情報や継続的に報告している
情報は Webを用い、網羅的に報告をしています。

編集方針

重要性の 評価項目

CSRに関する専門家、専門機関の調査により特定された持続可
能性の影響・リスク・機会に関するテーマ

メディアにより頻繁に取り上げられた CSR に関するテーマ
（社会的関心事）

関連するステークホルダーの重視しているテーマ
（従業員・お客さまへのアンケートなど）

組織の主要な理念・方針（経営理念、「CSR 基本方針」、「Our 
Business Principle」など）に関連するテーマ

組織およびその事業活動などに関連する法規・規制や自主協定に
関するテーマ（電気通信事業法、電気通信事業者協会の規則など）

他社（同業他社・CSR 先進企業など）が重要と考えるテーマ 
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省エネルギーと温暖化対策
廃棄物対策
生物多様性への取り組み
事業活動を通じた環境負荷の削減
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多様な人材が活躍できる職場づくり
個性と人権の尊重
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9-10
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13-14

事業活動とステークホルダー
会社概要
トップコミットメント
CSR指標 2008
社員座談会

　 特集 1

浜松町オフィス移転に伴う
環境配慮とワークスタイルの変革
　 特集 2

北海道洞爺湖サミット支援
　 特集 3

「ダイバーシティ推進室」始動
　 特集 4

社員参加型 CSRプログラムの実施

●参考にしたガイドライン
GRI

「サスティナビリティ レポーティング ガイドライン第 3 版」
アプリケーションレベル：自己宣言 B

環境省「環境報告ガイドライン 2007年度版」
環境省「環境会計ガイドライン 2005年版」

● Webへの掲載
本報告書の内容は、Webでもご覧いただくことができます。

（http://www.ntt.com/csr/）
本報告書を補足する、より詳細な情報が Webでご覧いただける箇所は
　 マークが記載されています。加えて Webのみ掲載項目一覧を P33 に載せてい
ます。なお、GRI ガイドライン対照表については、Webをご覧ください。

●第三者意見について
CSR活動を客観的に評価していただき、よりよいものにしていくために、昨年に
引き続き、株式会社大和総研 経営戦略研究所 主任研究員 河口真理子氏から第三
者意見をいただきました。

【対象範囲】
本報告書は、NTTコミュニケーションズグループ CSR 基本方針に基づき、CSR
活動を報告するうえで重要な組織「NTTコミュニケーションズおよびグループ会社
44社（2006 年度比 3社減）」を対象としています。ただし、対象範囲の異なる
報告は、個々に対象範囲を明記しています。
なお、対象範囲以外の事業体におきましても、サプライチェーンを通じて社会・
環境に重要な影響を与えているという認識から、グリーン調達・CSR 調達などの
取り組みについて報告しています。

【対象期間】
2007年度（2007年 4月1日から 2008 年3月31日まで）を対象としています
が、同期間の前後の活動内容も含め掲載しています。

【発行時期】
2008 年10月

（前回発行：2007 年10月
次回発行予定：2009 年10月）
本報告書は、年次版として毎年発行します。

報告書のプロフィール

経済性パフォーマンス
第三者意見／ご意見をいただいて

33

34

・電気通信事業者協会　理事
・日本ネットワークインフォメーションセンタ（JPNIC） 理事
・海外通信・放送コンサルティング協力　理事
・全国地域情報化推進協会　理事
・IPv6普及・高度化推進協議会　理事

NTTコミュニケーションズの主な参加団体
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　私たちNTTコミュニケーションズグループは、

「CSR基本方針」に基づき、「社会への貢献」、「地

球環境保護」、「人財の尊重」の観点から、お客さま

や従業員をはじめとするあらゆるステークホルダー

の方々との間に、より強固な信頼関係を築き、さま

ざまな社会的課題の解決に挑むことによって持続可

能な社会形成に貢献いたします。そのためには、責

任に基づく行動だけではなく、より積極的な行動に

よって前へ進み続けることが重要と考え、グループ

社員一人ひとりが率先して行動し、グループの事業

活動のすべてにCSRの考え方を反映させていくこ

とを目指してまいりました。2007年度はこれに加

えて、トップがリーダーシップを取り「全員参加の

CSR」をテーマにした取り組みを開始しました。こ

れまでのボトムアップな取り組みとの相乗効果によっ

て私たちのCSR活動の進化を加速してまいります。

　私たちは、「現在と未来を“つなぐ”パートナーと

して、豊かな社会と、安心で快適な生活の実現に貢

献し、世の中のお客さまに信頼される企業を目指す」

ことをミッションに掲げております。現在と未来を

“つなぐ”ことを大前提に、情報通信サービスという

本業を通じてお客さまや社会の新たな価値創造に努

めています。2007年度は、このミッションをグルー

プ一人ひとりの具体的なオペレーションへ落とし込

む共通目標「事業ビジョン2010」の初年度でもあ

りました。私たちは、「事業ビジョン2010」として

お客さま接点を担う「現場力」の強化に注力する中

で、CSR視点で業務に取り組むきっかけづくりと

して「全員参加のCSR」を導入しました。

　環境負荷低減と業務効率改善を目的として、分散

した本社オフィスの集約化に着手しました。法人営

業部隊約4000人のオフィス移転に際しては、移転

する社員たち自身でプロジェクトを立ち上げ、電力

使用量の削減とペーパーレス化を追求し、業務の効

率化と働きやすさの両立を目指すことによってオフィ

ス環境のひとつの理想形を具現化させました。まず

自分たちが体現することで実感を伴うソリューショ

ン提案にもつながっています。

　私たちの最も基本的かつ重要な社会的使命は、社

会インフラである通信ネットワークを"つなぎ続け

る"ことです。私たちの７つ目のコアバリューとし

て新たに「高信頼保守」を加えたことには、私たち一

人ひとりが本業を通じたCSRを再認識し、使命を

果たしていく狙いも含まれています。

　ダイバーシティ推進室の開設に加え次世代育成支

援事業主に認定されたことは、育児と仕事の両立を

支援する取り組みの第一歩です。

　「富士山清掃」と「棚田再生」という参加型プログ

ラムを開始したことも、まだまだ小さな一歩です。

これらを足がかりにグループ社員一人ひとりが、日

常業務でCSRに取り組む機会創出に努め、真の企

業市民を目指したいと考えます。

　CO２排出による地球温暖化が喫緊の課題となる

なか、NTTグループが進める「グリーンNTT」に対

して私たちNTTコミュニケーションズグループに

おいても積極的に参画いたします。加えてICT機器

の省電力化を追求してグリーンICTを推進します。

しかしながら、グリーンICTの本質は、ICT活用に

よる社会経済活動全体へのCO２排出削減に貢献す

ることであると考えます。NTTコミュニケーショ

ンズでは2007年度にバリューチェーンの見直しや

調達業務の一元化による事業全般の効率化を実現い

たしましたが、ここにもICT活用は生かされており、

自らの体現に基づく社会への貢献を着実に果たして

まいりたいと思います。

　さらに、私は山、川、海の自然力を回復させて自

然が持つ浄化作用やCO２の吸収能力を向上させる

ことも重要だと考えており、ICT活用によって貢献

できることの可能性を探ってまいります。また、将

来的に深刻な問題になるであろう食糧問題や人口問

題についてもICTでできることの可能性を探り、ス

テークホルダーの皆さまと活発な意見交換を重ねつ

つ、社会全体で協働しながら持続可能な社会形成を

実現させていきたいと考えます。

トップコミットメント

代表取締役社長

NTTコミュニケーションズ株式会社

現在を未来へ“つなぐ”ために
全員参加のCSR
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CSR指標2008

私たちは、「CSR基本方針」に基づいた活動を推進するため、関連する項目を指標としています。2007年度は、活動充実を図るために、
指標の拡充および「社会への貢献」をカテゴリー別に改めました。今後もCSR活動推進のために、指標の見直し、改善を図っていきます。

※自己評価・2010年度目標については、対象となる項目についてのみ記載しています。対象外の項目については「−」としています。
※期間指定のない指標は、3月31日現在、または4月1日～3月31日にて集計しています。

2007年度2006年度CSR推進体制
NTTコミュニケーションズグループ　CSR委員会　実施回数	 2回	 3回	 ○	 ー	 P15
NTTコミュニケーションズ　コーポレートガバナンス

取締役会　実施回数	 21回	 20回	 ○	 ー	 P15
監査役会　実施回数	 17回	 17回	 ○	 ー	 P15
幹部会議　実施回数	 53回	 51回	 ○	 ー	 P15
マーケットイン推進会議　実施回数	 40回	 51回	 ○	 ー	 P15

NTTコミュニケーションズグループ　コンプライアンス
職場コンプライアンス研修　実施回数（受講者数）	 776回（17,789人）	 557回（17,910人）	 ○	 全グループ従業員	 P16

NTTコミュニケーションズグループ　リスクマネジメント
ビジネスリスクマネジメント推進委員会　実施回数	 1回	 1回	 ○	 2回	 P16

社会への貢献
お客さまへの誠実な対応
　NTTコミュニケーションズ　コアバリュー「高信頼保守」実現に向けた取り組み　

故障の再発防止／時間短縮・品質の向上に向けた取り組み（会議実施回数）	 11回	 28回	 ○	 —	 P20
高度技術者育成を目指した実機による研修　実施回数（受講者数）	 10回（約40人）	 70回（約540人）	 ○	 —	 P20

社会とのかかわり
NTT	Com	チェオ	CAVA制度　登録者数（訪問スタッフ含む）	 1,600人	 1,630人	 ○	 —	 Web
NTTコミュニケーションズ　やさしいインターネット教室　開催回数（参加者数）	 ３回（64人）	 4回（東京・大阪	85人）	 ○	 —	 Web
NTTPCコミュニケーションズ　NPOアクセサビリティ支援プログラム　助成団体数	 14団体	 14団体	 ○	 —	 Web
NTTコミュニケーションズ　中古パソコン寄贈数	 ０台	 208台	 ○	 —	 —
NTTワールドエンジニアリングマリン　海底ケーブル敷設船「すばる」　見学者数	 160人	 150人	 ○	 160人	 —
NTTコミュニケーションズ　寄付金総額	 91,394万円	 4,553万円	 ○	 —	 P21

サプライヤーとのかかわり
NTTコミュニケーションズ　　調達にかかわるサプライヤー説明会の実施	 —	 4回	 —	 —	 P22

地球環境保護
NTTコミュニケーションズグループ CO2排出量	 35.6万トン	 35.8万トン	 △	 37万トン以下	 P26
NTTコミュニケーションズグループ	電力使用量	 8.8億kWh	 9.1億kWh	 △	 —	 P26
NTTコミュニケーションズグループ	社用車燃料（ガソリン・軽油）使用量	前年度比	 0.9%減	 10%増	 ×	 —	 P26
NTTコミュニケーションズグループ	撤去通信設備リサイクル率	 98.7%	 99.6%	 ○	 99%以上	 P27
NTTコミュニケーションズグループ	建設廃棄物リサイクル率	 84.0%	 93.0%	 —	 —	 P27
　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定資材	 97.1%	 98.7%	 △	 98%以上	 P27
　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他資材	 70.2%	 70.9%	 △	 84%以上	 P27
NTTコミュニケーションズグループ	オフィス廃棄物リサイクル率	 57.0%	 58.6%	 △	 70%以上	 P27
NTTコミュニケーションズ	一人あたりの事務用紙使用量（A4換算）	 15,798枚	 13,919枚	 ×	 9,500枚	 P27
NTTコミュニケーションズグループ	水使用量	 78.2万㎥	 89.8万㎥	 —	 —	 P24
NTTコミュニケーションズグループ	化学物質管理　PCB処理量・保管量	 2,768個	 3,	717個	 —	 	—	 Web
NTTコミュニケーションズグループ	環境コミュニケーション実施	 2回	 2回	 —	 —	 —
人財の尊重
多様性の尊重と職場環境の整備
　NTTコミュニケーションズグループ
　　従業員数	 12,720人	 13,220人	 —	 	—	 —

日本	 10,600人	 10,780人	 —	 	—	 —
アジア	 700人	 820人	 —	 	—	 —
アメリカ	 1,080人	 1,210人	 —	 	—	 —
ヨーロッパ	 340人	 410人	 —	 	—	 —

　NTTコミュニケーションズ単体
　　従業員数	 8,750人	 8,550人	 —	 	—	 P29

男性従業員数	 7,900人	 7,650人	 —	 	—	 P29
女性従業員数	 	850人	 900人	 —	 	—	 P29

平均年齢	 39.4歳	 39.9歳	 —	 	—	 —
平均勤続年数	 17.1年	 17.1年	 —	 	—	 —
女性役付け（主査以上）　任用者数（任用者率）　	 140人（3.2%）	 145人（3.3%）	 —	 	—	 P29
障がい者雇用率（3月1日現在）	 1.25%	 1.44%	 △	 1.8％	 P12
労働災害（業務災害・通勤災害）　発生件数	 6件	 6件	 △	 0件	 P31
平均年間総時間外労働時間	 289時間	 289時間	 —	 	—	 P31
出産休暇制度　利用者数	 57人	 71人	 —	 	—	 P29
育児休職制度　利用者数	 	99人（うち男性2人）	 111人	 —	 	—	 P29
育児のための短時間勤務制度　利用者数	 93人（うち男性4人）	 98人	 —	 	—	 P29
介護休職制度　利用者数	 3人（うち男性1人）	 6人（うち男性4人）	 —	 	—	 P29
介護のための短時間勤務制度　利用者数	 1人	 11人（うち男性3人）	 —	 	—	 P29
カフェテリアプラン制度　メニュー数（利用率）	 49（99%）	 49（99%）	 ○	 100%	 Web

個性・人権の尊重
　NTTコミュニケーションズグループ

職場人権啓発研修　実施回数（受講者数）	 776回（17,789人）	 557回（17,910人）	 ○	 全グループ従業員	 P32
人権問題を学ぶトップ層研修　実施回数（受講者数）	 1回（42人）	 1回（45人）	 ○	 1回	 P32
ハラスメント研修　実施回数（受講者数）	 1回（213人）	 1回（237人）		 ○	 1回	 P32

　NTTコミュニケーションズ単体
集合研修　受講者数（1月～12月）	 6,091人	 6,173人	 —	 対象全従業員	 P30
派遣研修　受講者数（1月～12月）	 3,071人	 3,194人	 —	 対象全従業員	 P30
経営幹部対話会　実施回数（参加者数）	 10回（720人）	 11回（990人）	 —	 —	 P30
体験学習会　実施回数（参加者数）	 4回（80人）	 6回（89人）	 —	 —	 P32

従業員リレーションシップ　　　　
NTTコミュニケーションズ　全社サーベイ（社員意識調査など）　実施回数（回答率）	 —	 1回（82%）	 —	 —	 P31

経済性
NTTコミュニケーションズ　営業収益	 11,454億円	 11,545億円	 —	 —	 P33
NTTコミュニケーションズ　営業利益	 773億円	 1,047億円	 —	 —	 P33
NTTコミュニケーションズ　当期純利益	 303億円	 627億円	 —	 —	 P33
NTTコミュニケーションズ　設備投資額	 1,005億円	 1,081億円	 —	 —	 P33

関連情報記載2010年度目標自己評価
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田村	正衛
代表取締役副社長
グループCSR委員長

根本	勲　
ネットワーク事業部
統合ネットワーク部
担当課長

志田	一真
ネットワーク事業部　
ネットワークグランドデザイン室
担当課長

豊かな社会の実現と地球環境保全に向けて
｢全員参加型｣の多彩なCSR活動を実践する

ネットワークデザインに期待されるCSRと
ビルの電源管理による省エネ施策の推進

田村　CSRと一口に言っても非常に幅が広く奥深いものがあります。特に近年、地球環
境問題が取りざたされており、地球市民のひとりとして何ができるかが問われています。
さらに言えば ICTを提供することそのものがCSRに深くかかわることであり、その意味
で私たちのCSRへの取り組みはとても重要であると言っていいでしょう。今日は、皆さ
んの取り組みから、私たちの進むべき道を考えていきたいと思います。
志田　私はネットワークのグランドデザインを策定する業務に携わっていますが、まず信
頼性を確保したネットワークを築くこと自体に社会貢献の要素があると思います。さらに
業務として、サービスネットワークの統合など、シンプルなネットワーク構築を進めてい
ます。これによって、低コスト化、高信頼化を図るとともに、省エネにつながる効率的な
サービスの提供を実現します。
田村　光スイッチや光ルーターなどの新技術も、省エネに寄与する要素がありそうですね。
志田　はい、さらなる高速・広帯域化や省エネルギー化を実現する新技術の導入も視野に
入れて取り組んでいます。また、電源の高効率化を図るため、交流電源から直流電源への
転換も積極的に進めています。
根本　私は当グループの給電設備の保守、エネルギー管理を担当しており、今、志田さん
から話に出た直流電源への転換はテーマのひとつです。
田村　根本さんは、他にも省エネ施策を担当されていますね。
根本　はい、各ビルのテナントを訪問し、省エネに向けたディスカッションの場を設け、
高効率の空調機の導入、パソコンや照明の省電力化などを推進するとともに、化石燃料に
頼らない発電に向けて、太陽光パネルを導入するプロジェクトを進めています。太陽光を
はじめとした自然エネルギーの導入は、CSRの観点からもより積極的に推進していくテー
マだと思います。

“仮想化技術 ”による大幅な省エネの展開と
物品調達における環境保全に向けた取り組み

田村　高橋（純）さんは環境負荷の低減に大きなインパクトをもたらすことが期待できる
“仮想化技術 ”の導入を進めているそうですね。
高橋（純）　これまでサーバーは、メールやWebなどアプリケーションごとに設置するケー
スが多かったのですが、仮想化技術は論理的にこれを1台のサーバーに集約します。2台
以上のサーバーを1台にするわけですから、消費電力は論理的には50%以上の削減が期

010_9723590342009.indd   7 2008/10/04   15:47:25



Corporate Social Responsibility Report
8社 員 座 談 会

待できます。これを我々は、｢グリーンホスティング｣というサービスで提供しています。
根本　仮想化技術が浸透・拡大すれば、省エネだけでなく、省スペースや廃棄物の削減な
どでも大きな環境負荷低減が実現しますね。
高橋（純）　さらに｢グリーンホスティング｣の導入によって、メンテナンスの際にシステ
ムを休止する必要がなくなり、ユーザーの利便性が向上します。また、仮想化技術が近い
将来見据えているものに “シンクライアント ”があります。
志田　私たちのワーキングスタイルを大きく変え、省エネ効果も生みますね。期待大です。
高橋（純）　ええ、シンクライアントは、サーバー側でアプリケーションやファイルなどの
資源を管理するため、使用するコンピュータにはハードウエアは必要なく、必要最低限の
機能でよいことから、パソコンの消費電力は現状より大きく削減できると思われます。
田村　高橋（哲）さんは、物品の調達業務にかかわっていますね。CSRの観点から言えば、
“グリーン調達 ”の要となる存在ですね。
高橋（哲）　私たちが進めているグリーン調達では、購入する物品の環境配慮基準などを定
めた｢グリーン購買ガイドライン｣を策定し、それに基づいた物品調達をすることが、サ
プライヤー全体の環境配慮レベルの底上げにつながると考えています。
根本　物品調達とネットワーク構築、私が担当するエネルギー管理、また他の業務でも個々
に省エネ活動を推進していますが、さらに効果を上げるためには、今後より複合的・有機
的に連携する必要があります。
高橋（哲）　そうですね。省スペースなどに配慮した物品調達を行うなどの取り組みなどを
考えていくべきですね。
櫻田　高橋さんのセクションは、業務とは別に環境保護活動を行っていると聞いています
が、それはどのような取り組みですか。
高橋（哲）　“地球環境防衛隊 ”と命名し、社員の日常生活に溶け込んだ、自然体での取り
組みを公募し、ペットボトルのキャップ収集によるポリオワクチン購入支援、東京・お台
場のゴミ拾い、不用品を持ち寄ってのバザー開催などを実施しています。

担当業務の枠を超えたコミュニケーションによって
“全員参加型 ”CSR活動の実現を目指す

田村　先日、私は埼玉・秩父の｢棚田再生プロジェクト｣に参加しましたが、非常に楽しく、
また意義深いものでした。櫻田さんも参加されていましたね。
櫻田　はい、プロジェクトはその名の通り、棚田を再生するというもので、田植えから収
穫まで携わります。その中で、地域の人たちとの交流や多様な生き物とのふれあいなどが
あり、子どもたちにも有意義な時間でした。また、田植えの終わった棚田の美しさにも感
動しました。
田村　そうでしたね。子どもたちにとって、自然を大切にする気持ちを養う教育・啓発の
場にもなったようですね。この経験が、地球環境保護のために、自分たちに何ができるか
を考える出発点になればと思います。
櫻田　今回参加したことで、私自身のCSRへの意識が高まったことに加えて、人脈・社
内ネットワークも広がりました。今年度から始まった参加型プログラムは富士山清掃活動
を皮切りに、今回の棚田再生がふたつ目ですが、人が集まると大きな力を生むことを強く
実感しました。こうした参加型の新しいCSR活動の展開にも期待したいですね。
志田　棚田再生のように参加者全員が共通の目的意識を持ち、達成感を共有することは重
要です。省エネも同様に成果を “可視化 ”することが重要だと感じています。
高橋（哲）　省エネの可視化として、私のセクションでは、消費電力の削減によるCO2削
減量をコナラの木に換算して、壁に貼り出しています。
根本　可視化というのは、単なる “見える化 ”ではなく、ある種の実感であり、それが
CSR活動のモチベーションを上げ、推進する力になると思いますね。
田村　今日は、CSRに関するさまざまな取り組みについて話をし、それぞれの部門での
取り組みの徹底や参加型CSR活動の拡大の重要性を話し合いました。そして、さらに効
果をあげるために、部門をまたがった複合的・有機的な連携など、より高次な取り組みの
必要性なども感じました。私たちはネットワークを預かる者の使命として、すべてのステー
クホルダーに、確かな社会貢献を遂行し、地球環境保護に邁進していくことを約束したい
と思います。本日はありがとうございました。

櫻田	佳江
プロセス＆ナレッジマネジメント部
情報システム部門
社員

高橋	哲朗
経営企画部
プロキュアメント統括室
担当課長

高橋	純
ITマネジメントサービス事業部
サーバマネジメントサービス部
担当課長
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2008年2月、NTTコミュニケーションズの法人事業本部がJR浜松町駅近くの
汐留ビルディング（5階～12階、および19階）に移転しました。新しいオフィス
には、環境保護をはじめさまざまな観点からワークスタイルの変革が試みられてい
ます。その取り組みを紹介します。

法人事業本部「浜松町オフィス」移転に伴う
環境配慮とワークスタイルの変革

1
Special issue

生産性向上を支えるワークスタイルの変革

●生産性向上によるさらなるサービス拡充を求めて
NTTコミュニケーションズのソリューション力の強化を目的とした
「首都圏オフィス集約構想」に基づき、都内9ヵ所に分散していた
法人事業本部のオフィスを集約する移転を行いました。新オフィス
のテーマは“生産性向上を支えるワークスタイルの変革の実現”で
あり、そのコンセプトとして、❶クリエイティブオフィスの構築、
❷環境への配慮、❸セキュリティ・BCP（事業継続計画）の強化の
３点が挙げられます。新オフィスでは、約4,000人の社員が環境
への配慮、働きやすいオフィス環境作り、利便性とセキュリティを
確保する ICTツールの活用など、新しいワークスタイルを確立し、
ICTソリューションパートナーとしての活動を展開しています。

■生産性向上を支えるワークスタイルの変革

特	集1

全員参加のオフィス系環境保護活動の推進

●環境への配慮①―ペーパーレス化の推進
日々の事業活動の中で膨大な紙資料が発生し、また破棄されている
ことは、ビジネスの効率性のみならず、地球環境保護の観点から
も大きな課題でした。ペーパーレス化を推進するために、ICカー
ド（社員証）による認証機能が付いた複合機を導入し、印刷物の取
り忘れ、ミスプリント抑制などが可能となりました。また、会議室へ
の最新プロジェクター配備により、ペーパーレス会議を推進してい
ます。また、新オフィスへの移転時には、書類の分類（捨てる、電子
化する、紙で保管する）を行い、段ボール6,000個分の紙資料を
破棄しましたが、移転後は無駄な紙を持たないというルールを徹
底しています。さらに、紙の使用量はイントラネットにて月次で
組織単位に集計し可視化・全社員への共有を行っております。

❶クリエイティブオフィスの構築
●	チームアドレス
●	コミュニティエリア、ブレイクエリア、サイレントエリア
●	デザイン，什器類の工夫
●	モバイル、シンクライアント・無線LANの活用
●	情報共有端末、テレビ会議の活用

❷環境への配慮
●	ペーパーレスオフィスの実現、
　ゴミの分別強化
●	省エネ
●	什器のクリーニングによる再利用

❸セキュリティ・BCPの強化
●	緊急地震速報、防災リュックの整備
●	セキュリティのさらなる強化
　（ネットワーク認証、セキュリティブリンタ）

●環境への配慮②―オフィスゴミのリサイクル率向上
従来から、NTTコミュニケーションズのオフィスゴミのリサイクル率
は、決して芳しくはありませんでした。新オフィスの移転に際して抜本
的な解決策を講じるため、社員の理解を得たうえで全拠点の個人用ゴ
ミ箱を廃止し、コミュニティエリアのゴミ箱に分別廃棄するスタイル
を採用しました（分別回収は、可燃物、生ゴミ、不燃物、ペットボトル、
新聞、雑誌など14種類）。また、共有する複合機やゴミ箱があるコミュ
ニティエリアに社員が集まり、コミュニケーションも活発化しています。

●環境への配慮③―オフィスの省エネ（ＯＡ・照明・空調）
NTTコミュニケーションズでは、従来からチームマイナス６％への
参加や、3UP-4DOWN運動、PCの省エネ設定などを行ってきまし
たが、さらなる参加意識の醸成と取り組みの促進に向けて、イントラ
ネット上での組織・フロア単位の電力使用量見える化、昼休みの消灯
徹底など追加施策を実行しています。

１人あたりの紙使用量
25%	削減

ペーパーレス化の推進

目標
（前年度比）

12%	削減	実績
（2008年3月から5月の平均値）

リサイクル率
5%	向上

オフィスゴミのリサイクル

3.0%	向上	

電気使用量
5%	削減

オフィスの省エネ

4.0%	削減

■浜松町オフィスにおける環境目標と実績
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ブレイクエリア
リラックスした雰囲気の中で

感性を刺激する

働きやすいオフィス環境づくり

●オフィスワーカーの快適環境を実現
新オフィスのテーマである“生産性向上を支えるワークスタイル
変革の実現”は、その空間設計に端的に現れています。クリエイティ
ブワークプレイス（図・参照）の概念に基づき、4つのビジネスシー
ンを設けました。社員同士やお客さまと情報共有を行う場である
「ミーティングルーム・会議室」、ひとりで仕事に集中したいとき
に利用できる「サイレントエリア」、飲み物を片手に他部署の社員
とも情報交換・交流ができる「コミュニティエリア」、仕事を離れ
てリフレッシュする場である「ブレイクエリア」。そしてベース
ポジションである執務室には、プロジェクトや業務に応じて柔軟
に席の組み替えが可能な「チームアドレス制」を採用しています。
組織の縦連携を維持しつつ、組織間の横連携の促進を実現し、現
場力の強化に向けたチームワークの向上を図っています。

●利便性とセキュリティを確保するICTツール
新たなICTツールの導入も、ワークスタイルの変革をもたらしつ
つあります。社内通信インフラは、データセンターに各種サーバー
を設置し主要ビル間を接続する計画。実現するクライアントを
用いることで、どのビルでも出力などが可能となります。LAN
環境は、冗長構成の高速イーサネットを導入、安全にネットワー
クを利用するため、認証機能に加えて、セキュリティ状態をチェッ
クする “検疫機能 ”も導入しました。音声系は社員にモバイル端
末を一人１台配付、ビル内は無線LAN経由、外出時はFOMAで
通話することができます。また、社員間の情報共有を促進する大
型ディスプレイの設置など、随所に工夫や趣向が施されています。
ICTによるクリエイティブワークスタイルの追求は「第21回日経
ニューオフィス賞　ニューオフィス推進賞/情報賞」を受賞しました。

■クリエイティブワークプレイス

第一法人営業本部　事業推進部　法人移転PT
（現在：第二法人営業本部　第二営業部）
担当課長　藤岡	大輔

今回の移転により、コミュニケーションの
活性化や業務効率の向上が図れるようにな
り、多くの社員から満足の声をもらってます。
この経験を生かし、お客さまに満足いただける
オフィスソリューションをご提供していきます。

ミーティングルーム・会議室
社員同士やお客さまと情報共有を行う

コミュニティエリア
ワイガヤによりアイデアを表に出す

サイレントエリア
集中して考えを深める

チームアドレスエリア
ベースポジション

「進化型オフィス」によるビルソリューション

●クリエイティブオフィスをお客さまに公開
新オフィスが目指しているのは、環境の変化にも柔軟に対応できる
“進化型オフィス”です。随時、改善を加えることで、社員のモチベー
ションを高めて仕事がしやすい環境の創造に取り組んでいきます。
同時に、今後は新技術と既存の商材を組み合わせたオフィスソ
リューションやオフィス創造のノウハウを、お客さまに提案してい
く考えです。NTTコミュニケーションズでは、9階の第四法人営
業本部オフィスを、ライブオフィスとしてお客さまに公開し、ビル
移転のコンセプト、システム構築、ノウハウなども含めて、当社
のビルソリューションの総合力をお客さまにアピールする場とし
ています。運用面も含めたオフィスの改善・改良を推進すること
で、働きやすさと商品（=進化型オフィス）のクオリティの向上を
図っていく考えです。

総務部
担当課長　髙口	正孝

移転におけるワークスタイルの変革を担当し
ました。変革にあたって、コストコンシャス
な観点をもちつつ、社員のコミュニケーショ
ン活性化やエコ意識向上、セキュリティ強化
などに工夫を凝らしました。
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洞爺湖サミットにおける防備・特別保守に対する、警視庁からの感謝状
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2
Special issue 国家的、社会的重要行事である北海道洞爺湖サミットの円滑な運営には、電気通信サービスの安定的な

提供が不可欠です。その実現に向けて、NTTコミュニケーションズは、ネットワークの防備・保守体制
を整え、ネットワークサービスの品質保持を担いました。

北海道洞爺湖サミット支援
特	集 2

北海道洞爺湖サミットにおける
防備・特別保守

●全国規模の防備・保守体制の確立
NTTコミュニケーションズは、北海道洞爺湖サミットにおける通
信施設などの適切な維持・管理と、電気通信サービスの停止などを
防ぐための防備・保守を実施しました。これらの安定的運用、適切
な維持・管理に向け、サミット開催に先立って2008年4月から、
多数の関係機関との会合に参加し、通信設備などの警備体制強化、
サイバーテロ対策強化、通信回線の確保、社内連携および関係者間
の連携体制の強化を図り、万全の保守管理体制構築に積極的に取り
組みました。
　通信ネットワークの安定運用を目指し、サミット首脳会合エリア
を｢最重要区域｣(北海道・青森)、首都圏へつなぐ既存設備エリアを
｢重要区域｣(東京以北)、その他のエリアを｢重点区域｣とし、サミッ
ト防備対象範囲を全国３エリアに分け、全国規模の防備・保守体制
を構築しました。

●きめ細かな事前準備と点検を実施
具体的な防備・保守実施内容は、事前準備として、紛失盗難の防止、
不審者の確認、防備対象設備の事前点検・整備、バックアップ回線
の準備・作成を進めました。サミット開催時期にあわせ、特別保守
体制を発令し、7月1日～7月10日の期間、工事の自粛(危険工事
禁止)、主要ルート・ビルのパトロールの実施、情報連絡体制の確立
などを行いました。

●有事にも即応する危機管理体制
社長を本部長とした北海道洞爺湖サミット対策本部（東京・日比谷）
を設置し、全社の情報連絡を統制するとともに、有事には速やかに
緊急対策本部に移行すべく体制を準備しました。さらに現地での即
応のために、札幌に現地対策本部を設置し、サミット会場をはじめ
とした拠点の統制を行いました。またサイバーテロが懸念されたこ
とから、サイバーテロ対策チームを設置し、監視強化するとともに、
有事の場合即座に対応する体制を整えました。

010_9723590342009.indd   11 2008/10/04   15:48:00



※2008年4月1日から第二次次世代育成支援行動計画を推進中。
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NTTコミュニケーションズでは、以前より多様な人材活用の取り組みを推進してきましたが、
2008年4月、ダイバーシティ（多様性）をマネジメントする専門セクションとして｢ダイバーシティ
推進室｣ が始動しました。

｢ダイバーシティ推進室｣始動3
Special issue

■次世代育成支援行動計画について

2008年度　育児休職復帰支援セミナーの開催

特	集3

仕事と家庭の両立支援

●次世代育成支援に向けた取り組み
多岐にわたるダイバーシティのテーマの中でも、現在注力している
ひとつが｢仕事と家庭の両立支援｣。女性が仕事と子育てを両立さ
せながら能力を十分に発揮できるように支援していくことが重要で
あるとの認識に基づき、2005年4月から2008年3月の3ヵ年の
次世代育成支援行動計画を策定しました。主な取り組みとして、
①社内Webなどを活用した諸制度の周知・啓発、②研修などを通
じた諸制度の周知・啓発、③休職中の社員に対する円滑な職場復
帰に向けた支援などの取り組みを実施しています。

●育児・介護支援サイト／NTT- LiFE＋
2005年8月から、育児と介護の支援に特化したサイトとして育
児・介護支援サイト｢NTT- LiFE＋｣を開設しています。社内の制度
などの周知のみならず、FAQや社員間の情報共有のための掲示板、
育児経験者の体験談、行政や民間の各種サービスの情報などの
提供も行っています。2007年度は休職中でも社内広報などの情報
閲覧ができるよう、コンテンツを追加しました。	

多様な人材の活用

●法定雇用率の早期達成へ
障がい者の法定雇用率は1.8%。その達成に向け（2007年度1.44%）
積極的な採用活動を展開しています。2007年4月に障がい者雇用
の専任担当者を設置、各種就職セミナーや合同説明会へ積極的に参
加し、就職希望者との出会いの機会を多く持つように努めています。

●採用後のフォロー施策
2008年1月から、採用社員の定着率向上を目指すため、個々人に
応じた｢育成計画｣を作成し、それに基づいてスキル向上をサポー
トしていく体制を整えました。さらに2008年夏からは、入社3年
目までの社員を対象に個別面談をスタートさせるなど、多彩なフォ
ロー施策を実施しています。

｢休職後の円滑な職場復帰に向けた支援｣を目的に、2007年4月以降に育児休職
から復帰した社員を対象として、同年7月に｢育児休職復帰支援セミナー｣を試行
的に実施しました。パネルディスカッションを中心としたセミナーへの参加者か
らの評価は高く、それらの声を反映して2008年7月に本格実施しました。育児
休職を経験している先輩社員の体験談、昼食を囲んでのランチミーティング、社
外講師を招聘した講演、その後のグループワークなど、セミナーの充実した内容に、
多くの参加者から前回以上に高い評価を受けました。

①　社内Webなどを活用した諸制度の周知・啓発
②　研修などを通じた諸制度の周知・啓発
③　休職中の社員に対する円滑な職場復帰に向けた支援

行動計画の期間 2005年4月1日から
2008年3月31日までの3年間

目　標

仕事と家庭の両立に向け、社員・管理者の諸
制度に関する理解度の向上および次世代育成
に関するマインドの醸成を行うなど、諸制
度を利用しやすい環境の整備を図る。

目標達成に向け、次の取り組みを行う

▲認定マーク“くるみん”
「次世代育成支援行動計画」に対する取り
組みが評価され「2008年認定事業主」
として認定されました。
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社員参加型CSRプログラムは、社会や環境問題の重要性を自ら体感しながら学ぶとともに、
その責任を率先して果たしていくものです。
今年度は自然と環境をテーマとし、社員が気軽に参加できるようメニューを拡大していきます。
今後、NPO団体に寄付できるポイント制などを導入し参加を促していく予定です。

社員参加型CSRプログラムの実施4
Special issue

特	集4

「富士山清掃活動」と「秩父棚田再生プロジェクト」の詳細は、
社会貢献活動 Webページをご覧ください。http://www.ntt.com/community/

「比較的新しいゴミも多くて驚きま
した。少々物足りない位の時間でし
たが、また来ようと思えるぐらいで
ちょうど良かったです。今後もCSR	
活動には参加したいので、今回のよう
な活動を継続して欲しいと思います」
（ネットワーク事業部　藤本学）

「家族みんなで参加しました。子ど
もたちにも今回の清掃活動がいい経
験になったと思います。個人の活動
に継続できるような今回の取り組み
は素晴らしいと思います」
（ ITマネジメントサービス事業部　岡部
裕弥）

「同期の仲間で声をかけ合って参加
しました。将来自分たちの子どもが
できたときにも、一緒に参加してみ
たいと思える有意義な活動でした」
（第二法人営業本部　中野由梨　足立有美
システムエンジニアリング部　高橋由紀）

富士山清掃活動

◎開催日…2008年4月12日（土）
◎開催場所…富士山麓の林道
◎参加者数…101人（社員とその家族）

社員参加型CSRプログラムの最初の取り組みである「富士山清掃活動」を多くの参加者を得て、
4月12日に実施しました。日本の名山である富士山のゴミ問題は、生態系などの自然破壊の
問題でもあります。富士山の自然環境を守ることで世の中に少しでも貢献したいという考え
から企画しました。
　今回の活動は、「NPO法人	富士山クラブ（＊）」のご協力のもと、参加者全員が、NTTコミュ
ニケーションズのロゴ入りジャンパーと軍手を着用、分別用に色分けされたゴミ袋を手に2.5
キロの富士山麓の林道（富士市大渕　丸火自然公園近傍林道）沿いでゴミを拾いました。2時
間の活動で収集されたゴミの量は1.7トン。雑誌や空き缶、ペットボトル、ビニール袋、おもちゃ
などの小さい家庭ゴミ、電気ポットやプリンタ、家具や布団などの粗大ゴミに加え、建築廃材
やタイヤ、自動車、パチンコ台までもが不法投棄されていました。あまりにも多いゴミの現状
に環境汚染の深刻さを実感させられる体験となりました。　

（＊）
「NPO法人　富士山クラブ」は、1998年
に設立された富士山の自然環境を保護、
再生していくために活動している団体。
	http://www.fujisan.or.jp/
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（＊）「NPO法人　秩父の環境を考える会」は、2003
年に設立された秩父地域の自然環境全般について人と
自然との調和を公平な視点から考え活動している団体。
http://www.urawa.ne.jp/~chichibu/
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秩父棚田再生プロジェクト

◎	開催期間…2008年6月～11月
◎	開催場所…埼玉県秩父市大字蒔田地内
◎	参加者数…90人（社員とその家族）

社員参加型CSRプログラム第2弾として、「秩父棚田再生プロジェクト」をスタート
しました。年計６回、田植えから収穫までを体験するものです。
　以前、インターネット教室で連携したことのある、埼玉県庁の方からの紹介で、
「NPO法人　秩父の環境を考える会（＊）」（以下、考える会）にご指導をいただきなが
ら、希少な生態系を持つ秩父地区の「棚田の再生・保存」に少しでも貢献をしたいとの
思いで取り組みを行っています。
　参加者は、古代米の無農薬栽培作業を通した「田植えから収穫作業まで」を実体験
することや、棚田周辺での野鳥・昆虫・植物などの「自然観察」、さらには、郷土料理
を通して農村の生活を知る「食」などを体験することにより、豊かな自然環境を保全
することの大切さを体感し、学んでいます。また地域と都市部の交流を通して地域貢
献にも取り組んでいます。今後、NTTコミュニケーションズの特長を生かし、ICT
を活用した農業の生産性向上に寄与できるような新しいビジネスの発想やきっかけの
場として、地域での継続的なCSR活動を考えていくよい機会となっています。

全員参加で始めた取り組み

NTTコミュニケーションズでは、2007年度から全員参加の取り組みとして、ゴミの分別の徹底と、ペットボトルキャップの回収によるワクチン
購入運動に参加しています。社員一人ひとりの社会参加の意識が高まるものと期待されています。

　ペットボトルのキャップ回収

ペットボトルは、本体とキャップを分別し、キャップについては集めた量に応じて
「NPO法人	エコキャップ推進協会」経由でポリオワクチンの購入に使われます。
2007年2月から、全員参加の取り組みとしてキャップ回収を行っています。

ゴミの分別

ゴミの分別を徹底し、リサイクル向上に努めています。紙ゴミにつ
いても細かく分別し、今までシュレッダーで処分していた紙ゴミを
SS-Boxでの回収に切り替え始めました。　

「自然の中で、自ら泥にまみれて苗
を植え、収穫し、そして食すことは、
一連のサイクルを知るとても貴重な
経験でした」
（ IT	マネジメントサービス事業部　加藤
淳也）

「当日は小雨にもかかわらず、多く
の方が参加されていて、あらためて
社員のCSR活動の取り組みの意識
の高さに驚きました」
（ IT	マネジメントサービス事業部　大堀
利昭）

「田植えから収穫まで、1年を通して
体験できる機会は持てない経験なの
で、7歳の娘と参加しました。タニ
シも知らない娘でしたが、地元の高
校生に何度も足を抜いてもらいなが
ら、泥だらけで田植えに取り組み、
満面の笑みでした」
（第三法人営業本部　池田	玲子）	

この土地を地権者の方々から借り、高校の生物の先生な
どにも協力いただいて、再生を進めてきました。おかげ
で生物の数も調査を始めたときから倍ぐらいに増えてい
ます。この田んぼでは、無農薬、さらに無肥料で古代米
を育てています。普通に白米を育てるのに比べれば収穫
量は落ちてしまいますが、生物の生息にはいい環境です。
　これまでも地域の子ども会や学校などと一緒に活動を
したことはありますが、今回のように企業の方々と田植
えから収穫まで協力して活動するのは初めてのことで
す。NTTコミュニケーションズの皆さんには、秩父に
親戚ができたと思って訪ねてきてもらいたいです。子ど
もたちには一生記憶に残る貴重な体験になることでしょ
う。皆さんに、秩父の自然や魅力を感じて、愛してもら
いたいと思います。

「考える会」の黒澤会長（右）と萩原委員長

「考える会」の黒澤会長と萩原委員長からのコメント
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PART1 ●経営の透明性・健全性への取り組み

CSR推進体制

私たちは、CSR 活動を推進していくうえで、「コーポレートガバナンスの強化」「コンプライアンス体制の確立」
「人権啓発の推進」を重要な課題・基盤として認識し、社会からの要請に真摯に応えていく体制を構築していき
ます。

コーポレートガバナンス

●コーポレートガバナンス体制
NTTコミュニケーションズのガバナンス体制は、取締役会・監査役
会制度を採用し、ガバナンス機能の強化を図っています。
　取締役会は15 人の取締役で構成し、原則月1回開催して法令、定
款および取締役会規則を遵守し、経営に関する重要な業務遂行の決
定を行っています。議長は代表取締役社長が務め、社外取締役1
人が参加しています。
　取締役候補は、人格、識見ともに優れ、役員としても最も適任と
思われる者を国籍・性別などにかかわらず選任しております。社外取
締役には、業務執行から独立した視点で、その経歴を通じて培った
経験、識見に基づく監督機能を発揮できる者を国籍・性別などにか
かわらず選任しております。
　監査役会は社外監査役2人を含む3人で構成され、各監査役は取
締役会など重要な会議に出席するとともに、監査役会を開催し、取
締役の業務の執行状況に関する監査を行っています。なお、監査業
務を効率よく実施するために、専任組織・スタッフも有するととも
に、監査法人などと定期的に監査計画、監査結果の情報を交換する
など連携を密にし、監査体制の強化に努めています。
　役員の報酬については、退職慰労金制度を2006年に廃止する
と同時に、業務を執行する取締役の報酬については、業績との連動
性を一層高めた報酬体系とし、社外取締役および監査役については、
業績との連動を行わない報酬体系としています。
　NTTコミュニケーションズおよびグループ経営としての適切かつ

迅速な意思決定を行うため、取締役会の配下に「幹部会議（2007
年度51回開催）」を設置し、事業運営に関する重要事項について代
表取締役社長による迅速な意思決定を可能としています。また、個
別具体的な重要案件を討議・報告するために「マーケットイン推進
会議（2007年度51回開催）」を設置しています。また、専門性を
有する経営課題については、副社長を委員長とする「CSR委員会」

「コンプライアンス委員会」「ビジネスリスクマネジメント推進委
員会」「人権啓発推進委員会」「WORK-LIFE委員会」を設置してい
ます。取締役会は、これらの会議や委員会から定期的に報告を受け、
審議を通じて監督および監視を実施しています。

●内部統制
2006 年 5 月に施行された新しい会社法に準じ、NTTグループ全
体の｢内部統制｣システムの整備に関する基本方針などをまとめ、従っ
ています。同時に、NTT コミュニケーションズグループの一員とし

て、同システムに必要な措置を実施することを取締役会で決議して
います。同年 6 月に成立した金融商品取引法で要請されている財務
報告にかかわる内部統制についても、強化・充実を図っています。

●CSR 委員会
NTTコミュニケーションズグループではCSR活動を推進するため、

「CSR委員会」を設置しています。委員会は経済的・環境的・社会
的な視点からのマネジメント体制を明確にすることを目指してい
ます。また委員会内部には「社会貢献推進部会」「地球環境保護
推進部会」を設けています。
　2007年度は3回の｢CSR委員会｣ を開催、延べ28社のグループ
会社が出席しました。委員会では、CSR報告書の発行や、活動内
容の報告、今後の取り組むべき課題を検討するとともに、活動内容の
方向性を決定しました。今後も継続的に CSR 委員会において議論
を進めることで、NTTコミュニケーションズグループ全体における、
CSR活動の推進と CSR の意識づけ、浸透を図っていきます。

NTTグループ CSR推進体制

NTTコミュニケーションズ グループCSR 推進体制

社会貢献推進部会

地球環境保護推進部会

CSR委員会 事務局（CSR推進室）

■CSR委員会

「内部統制システムの整備に関する基本的な考え方」を Webでご紹介しています。http://www.ntt.com/csr/report2008/data/management.html#2

■ガバナンス体制図

CSR 委員会

コンプライアンス委員会

ビジネスリスクマネジメント推進委員会

人権啓発推進委員会

WORK-LIFE 委員会

監査

選任・解任

選任・解任・監督

選任・解任

社長（幹部会議・マーケットイン推進会議）

株主総会

取締役会監査役会

011_9723590342009.indd   15 2008/10/04   15:56:02



Corporate Social Responsibility Report
16

コンプライアンス

●企業倫理推進体制の整備
NTTコミュニケーションズグループは、｢コンプライアンス｣ とは
単に法令を遵守するだけでなく、社会的な要請に対しても応えうる
高い倫理観を持って事業を運営していくことであり、それが、企業
倫理の確立の上で不可欠な要素だと確信しています。こうした考え
のもと、経営トップから社員・グループ各社まで含めた広範囲での

倫理意識の醸成と不正・不祥事の予防と発生時の対応などについて
は ｢NTTグループ倫理憲章｣ に基づき、さまざまな取り組みを実施
しています。また ｢コンプライアンス委員会｣ を設置し、企業倫理
担当役員、担当部署、組織ごとに担当者を配置するなど責任体制を
整えています。

「NTTグループ企業倫理憲章」の詳細は、Webに掲載しています。http://www.ntt.com/obp/torikumi/

●ホットライン（相談窓口）の設置
海外の現地法人も含めた NTTコミュニケーションズグループ横断
的な「NTTコミュニケーションズグループホットライン（相談窓口）」

を設置しています。また、NTTグループでは弁護士を活用した社外
の申告・相談窓口を設けており、風通しの良い企業風土の醸成を図っ
ています。

■OBP冊子■社員必携のOBP カード

企業倫理啓発活動の実践
企業倫理に関する啓発活動にも積極的に取り組んでいます。「職場コンプライアンス研修」、「職場人権啓
発研修」をはじめ、全社員を対象とした研修や階層別に企画された研修、部外講師の講演を実施するなど、
多様な取り組みを継続的に行っています。社員一人ひとりには、NTTコミュニケーションズグループ
の理解・共有すべき理念を明文化した冊子およびカード「OBP（Our Business Principle）」を配布、
企業倫理の浸透を図っています。OBP は、NTTコミュニケーションズ発足と同時に作成されたもので、
常に私たちの企業活動の重要な指針となるものです。これからもOBPをCSR活動の基本にすえ、積極
的な CSR活動を実践していきます。

「OBP」は、Webに掲載しています。http://www.ntt.com/obp/

※「職場コンプライアンス研修」と「職場人権啓発研修」の実施回数と受講者数
を P6「CSR指標」に掲載しています。

●ビジネスリスクマネジメント
NTTコミュニケーションズグループでは、会社運営上のビジネスリ
スクに関する危機管理体制の充実を目指した「ビジネスリスクマネジ
メント推進委員会」を設置しています。委員会では、天災やテロ
などの外部リスク、あるいは不正・不祥事などの内部リスクなどに
対して、グループ会社社長も含めた関連部門のメンバーと検討し、
予防策および対応策の立案などを行っています。実際に重大リスク
事案が発生した場合には、事案に応じ、社長または副社長などをトッ

プに「災害（故障）／リスク対策本部」を設置、リスクに関する正確な
情報収集と適切な意思決定を行える体制を構築しています。
　2008 年3月に各事業部総括部長・課長に対して、新型インフル
エンザ対策の研修を実施し、2008年5月には災害時を想定した
第1回の徒歩帰宅訓練も行い、約40人が参加しました。
　今後も、体制の一層の充実と強化を図り、グループ全体でビジネ
スリスクの回避に向け、努力していきます。

人権の尊重

●人権啓発の推進
NTTコミュニケーションズグループは、グローバルに展開する企業と
して、人権を尊重した ｢豊かな人権文化｣ を創造していくことを使
命のひとつと考えています。そのため、同和問題をはじめ人権問題

の解決を重要課題と位置づけて、あらゆる差別を許さない企業体質
の確立を目指し、日々の事業活動を通じて人権問題の解決に努めて
いくことを基本方針としています。また、「人権啓発推進委員会」を
設置し、グループ各社や取引先なども含めた啓発活動を推進しています。

ビジネスリスクマネジメント

人権に関する「活動内容」を Webに掲載しています。http: //www.ntt.com/csr/report 2008/data/management.html#7

全社員への浸透

社外の申告・相談窓口は、Webに掲載しています。http://www.ntt.com /compliance/
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●高品質・高効率・高信頼を実現する
CCNC（NTT Communications Customer Network service Center）
CCNCでは通信品質のより高い信頼性を維持し、多様な利用形態
をサポートするために、提供するネットワークサービスの運営・管
理を一括して行い、品質・効率・信頼に優れた保守体制を実現してい
ます。今後も安定したサービスの提供を継続していきます。

●2007年度成果と2008年度方針
2007年度は、IP-VPN/e-VLANサービスのテクニカル研修カリキュ
ラムの構築、総合マネジメント力強化研修の活性化、Web Base 
Trainingを応用した認定スキームの策定を行うとともに、24時間

365日での故障受付ワンストップオペレーション、高品質・高信頼
なネットワークサービスの提供を継続。2008年度は、さらなる品
質強化のため、CCNC内研修カリキュラムの充実・強化など、人材
育成を重視した活動を推進し、現場力・人間力の向上を基礎とした
組織力強化を行ってまいります。

●信頼性を確保する
「多ルート化、二重化、24時間365日監視体制」の実現
高度情報社会を支えるネットワーク技術と保守体制で日本全域の通
信バックボーンを提供している NTTコミュニケーションズは、災
害や障害など万が一の場合でも安心してネットワークをご利用いた
だけるよう、通信の多ルート化 (沖縄第3 ルート、福岡〜山口間第
3 ルート )を構築、通信設備の二重化、分散化、さらには、ネットワー
ク全域での24時間365日監視体制の整備を進め、信頼性確保と安
定的なサービスの提供を推進しています。

　海外でのネットワーク整備では、ロシアの大手通信事業者トラン
ステレコム社と共同で日本〜ロシア間を光海底ケーブルでつなぐ

「北海道・サハリン・ケーブル・システム（HSCS）」の建設が2007年
末に完了。シベリア鉄道沿い約5万キロの光ファイバーバックボー
ンと接続され、日本・アジアからロシア・欧州をつなぐ最短ルートを
構築しました。これにより、インド洋経由や米国経由の従来ルート
に新たなルートが加わり、ロシア・欧州へ進出する日本企業や多国
籍企業へ、より高信頼・高品質なデータ通信サービスを提供します。

安定的で信頼性の高い情報通信サービス

■グローバル拠点網
（海外21ヵ国、50都市にて子会社・関連会社を展開）
2008年7月末現在

●グローバルネットワークサービスと体制の強化
NTTコミュニケーションズは、IP-VPNなどの高品質なグローバル
ネットワークや、グローバル Tier1（＊）の IPバックボーンなど、
国内外シームレスなネットワークサービスを提供しています。
2008年5月1日にインドにおける4つ目の支店をチェンナイに開
設、2008年3月にベトナムでデータセンタービジネスを展開する

ため、現地の通信事業者との合弁会社を設立しました。
　中東欧では、2007年4月にポーランドにワルシャワ事務所を開
設しました。2008年4月には、ロシアにモスクワ事務所を開設し、
ロシアにおけるお客さまへのサービス強化に加え、新たにロシアへ
進出する企業がそのビジネスの展開を円滑に進めるための通信シス
テムや ICT環境構築をサポートする体制の強化を進めていきます。

ワールドワイドでニーズに応える

高度情報社会を支えるネットワーク技術と保守体制

私たちは、災害においても強い社会づくりを支援するため、グローバル規模で情報化社会の根幹を支える通信ネット
ワーク網の維持に最善を尽くしています。万が一の災害時に対応できるよう、信頼あるサービスの徹底と向上に
努めております。

（＊）グローバル Tier1：インターネットの品質を上流のプロバイダに頼らず、自らコントロールできる世界規模の広帯域 ISPグループのこと。

故障受付
ワンストップオペレーション

　　ネットワークサービスノード
設備監視制御

お客さまごと品質管理
と故障分析報告
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●法人向け緊急地震速報配信サービス
NTTコミュニケーションズは、特定の事業者を対象に試験提供し
てきた「緊急地震速報配信サービス」を2007年7月に本格サービ
スとして開始しました。現在、「フレッツ 光ネクスト」をご利用の
お客さまにも対応を拡充しています。

　緊急地震速報配信サービスは現在、大型商業施設やマンション、
オフィス、工場、学校などに幅広く導入されており、地震発生時の
エレベーター制御や館内放送との連動など、迅速な退避行動や安全
確保にご活用いただいています。

●安否確認／一斉通報サービスの提供
NTTコミュニケーションズは、災害発生後の初動において企業や
官公庁、自治体、団体が、社員やその家族の安否状況を迅速に把握
することにより、事業継続を支援する『モバイルコネクト安否確認
／一斉通報サービス』を提供しています。災害や有事の際に携帯電
話・インターネット・電話を利用して社員への一斉通報、安否登録要

請を行い、管理者が迅速に一括で結果を管理・確認することができ
ます。
　2008年6月14日に発生した岩手・宮城内陸地震では、ご契約企
業の約4割で安否確認の登録が実施されるなど、実際のご活用も進
んでいます。今後も、お客さまの事業継続をご支援する立場からさ
まざまなご利用シーンへの対応や機能改善に努めていきます。

●大規模災害時にネットワーク再構築を支援するサービス
NTTコミュニケーションズは、自然災害による大規模な障害に対
して、災害マネジメントとグローバルネットワークを構築しています。
　さまざまな大規模災害によって、都市間のインターネット基幹網
で通信障害が発生した場合に、自律的にシステムの再構築を可能に

する「障害復旧システム」を開発しました。発生した障害の部位と
範囲の特定を行った後、迂回路の経路設計、装置設定を行うもので、
災害時を想定した机上シミュレーションシステムとしての活用を検
討しています。

●災害時におけるネットワークの信頼性確保
NTTコミュニケーションズは、”つなぎ続けるネットワーク ”の実現
を目指し、「柔軟で信頼性の高いネットワークの設計」と「安定的な
運用サービスの提供」を推進するために過去に経験した災害復旧の実
績を踏まえた、「通信ネットワークの信頼性向上」「重要通信の確保」

「サービスの早期復旧」を災害対策の基本３方針としています。また、
指定公共機関として、国の災害対策基本法や国民保護法（＊）に基づ
く防災に関してとるべき措置を定めた「防災業務計画」「国民保護業
務計画」を策定し、実際の災害などを想定した対策演習を実施するこ
とにより、日頃から災害などに強い体制構築を図っています。
　2007年度も行政機関や地方自治体の災害対策などの演習に参加
するとともに NTTグループ連携演習や社内教育演習を年５回実施し、
社内の防災意識を啓発するとともに災害復旧時の判断力などの育成
や態勢検証を行いました。2008年度は、北海道洞爺湖サミット期
間中の通信確保に万全を期すため、NTTグループ連携演習を2回・社
内教育演習を3回行い有事に備えた万全な体制の構築を図りました。
　今後も、災害や武力攻撃事態発生時を想定した行政機関や地方自
治体と NTTグループ全体の連携を図り、円滑かつ適切な業務遂行に
向けた取り組みを強化していきます。

（＊）国民保護法：武力攻撃事態などにおける国民の保護のための措置に関する法律。

「災害に対する取り組み」は公開情報としてWebに掲載しています。http://www.ntt.com/saitai/

■災害対策演習

「モバイルコネクト安否確認／一斉通報サービス」の詳細は、Webをご覧ください。http://www.ntt.com/anpi/

災害対策の取り組み

「緊急地震速報配信サービス」の詳細は、Webをご覧ください。http:// www.nt t.com/ jishinsokuho/
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安心・安全な社会の実現

私たちは、「お客さま第一」の視点で、情報セキュリティの確保に取り組み、ICTに関する技術と経験を生かす
ことによって、あらゆる皆さまがより安心・安全に活用できるネットワーク社会の実現に貢献します。

安心・安全に向けた情報セキュリティ確保の取り組み

● NTTコミュニケーションズ　セキュリティ宣言
お客さまの大切な情報を守り、安心してご利用いただけるサービス
を提供するとともに、お客さまのセキュリティ向上に貢献すること
こそ、私たちの最も大切なミッションです。私たちはセキュリティ
をサービス提供上の最重点事項と位置づけ、お客さまにとって最良

のセキュリティをお客さまとともに実現することをお約束します。
そのために技術開発、サービス開発から構築および運用にいたるす
べてのバリューチェーンにおいて、セキュリティの確保に最大限努
力します。また、私たち一人ひとりが ICTプロフェッショナルとして、
セキュリティへの対応能力を高めていきます。

●情報セキュリティガバナンス
NTTコミュニケーションズグループでは、情報セキュリティマネ
ジメントの国際規格 “ISO/IEC27001”に基づき、情報セキュリテ
ィのマネジメントと管理策に関する国内外共通の目標レベルを設定
し、定期的なモニタリングと是正による継続的にレベル向上を図る
活動により、グループの情報セキュリティガバナンスを推進してい
ます。
　NTTコミュニケーションズは、CSO（Chief Security Officer：

情報セキュリティ担当役員）のもと、｢セキュリティマネジメント
室｣を設置し、①規程や標準の制定と全従業員への教育啓発、②全
社共通の情報セキュリティ対策の策定と実装、③情報セキュリティ
規程の遵守状況のモニタリングと是正、④情報セキュリティ事故へ
の一元的な対応などを実施しています。また各事業部には、情報セ
キュリティマネジメントの推進者を配置、また、階層別のセキュリ
ティ研修を毎年実施し、セキュリティ意識の向上に努めています。
　

●お客さま情報・個人情報保護に向けた対策
NTTコミュニケーションズグループでは、お客さまの個人情報の
保護に関して総務省ガイドラインに沿った厳格な運用を行っています。

また、お客さま情報の取り扱い実務を委託する企業に対しても自社
の基準に従った厳格な運用を義務づけるとともに、定期的な監査を
行っています。

○○部門

　セキュリティマネジメント体制

社長

CSOセキュリティ
推進担当役員

セキュリティマネジメント室 セキュリティ専門グループ　総務、人事、法務、監査、技術、広報、経営企画

部門内の管理体制

事業部内の管理体制

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
会
議

セキュリティマネジメント実施担当者（正・副）

担当者

担当者

担当者セキュリティ（パートナー）管理者

セキュリティ（エリア）管理者

セキュリティ（システム）管理者

「NTTコミュニケーションズ セキュリティ宣言」「情報保護方針」は、Webに掲載しています。http:// www.ntt.com/obp/torikumi/02.html

●第三者評価・認証など
NTTコミュニケーションズグループでは、情報セキュリティマネ
ジメントに関する外部認証である「ISMS適合性評価制度」の認証
を7社で取得しています。また、個人情報の適切な保護体制を整備

している事業者としての「プライバシーマーク」の認定については、
主にお客さま個人情報を取り扱う9社が認定を受けています。グルー
プ各社においては、「ISMS適合性評価制度」の認証か「プライバ
シーマーク」の認定のいずれかまたは両方を取得しています。

セキュリティマネジメント実施責任者

お客さま情報管理責任者 補助者

社員情報管理責任者 補助者

パートナー社員情報管理責任者 補助者

その他会社情報管理責任者 補助者

○○（事業）部

組織の長
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お客さま満足度向上への取り組み

●「お客さま満足度に関する調査」を実施
NTT コミュニケーションズでは、日頃から「お客さま満足度に関
する調査」を実施しています。プロジェクト単位で実施したお客さ
まの声は、次のプロジェクトに生かし、サービス単位で実施した調
査結果は、サービスをよりよくするためにサービス開発に生かして

います。
　また、1年に一度、営業活動全般について調査を実施していますが、
お客さまの声を真摯に受けとめ、お客さまにご満足いただけるサー
ビスの提供に向けて、全社をあげて改善・向上活動に日々取り組ん
でいます。 

●お客さまの満足向上を目指した新技術の導入
NTTコミュニケーションズは、ユビキタス・オープン・プラットフォー
ム・フォーラム（UOPF）参加各社と協力して、本技術仕様に準拠し
た、インターネット経由で OA機器や情報家電を遠隔からセキュア
に制御・監視する IPv6小型アダプターの試作機を開発しました。

　現在、セキュアな接続サービスや、端末単位での確実な遠隔管理
サービスの実現に向け、各種機器ベンダーと協力して小型アダプター
の実用化に取り組んでいます。　
　今後とも、お客さまのより一層の安心と満足度の向上を目指して、
積極的に先進的な技術の導入に努めていきます。

●広報宣伝担当による表現チェック
近年、複雑・多様化する料金メニューやサービス内容において、よ
りわかりやすい広告表示に努めていくことが必要となっています。
NTTコミュニケーションズでは、電気通信サービス向上推進協議
会が制定した「電気通信サービスの広告表示に関する自主基準およ
びガイドライン」に沿って、お客さまが安心してサービスを選び、
利用することができるよう広告表示での信頼性確保に努めています。

　製品サービスにおける不当表示や過大な景品を規制する景表法や、
著作権法をはじめとし、コンプライアンスの観点から、社内にお
いて広告に関する自主チェック機能を設けるとともに、法務部門と
連携し、広報室にて一元的な最終チェックを行っております。また、
外部動向に関する最新状況を常にウォッチしています。
　今後も広告をはじめとした広報宣伝活動において、お客さまの立
場に立った内容となるよう、努めていきます。

責任ある広報宣伝活動

お客さまへの誠実な対応

私たちは、常に時代の先頭を走る責任感と気概をもって、サービスをご利用いただくお客さまの声に誠実に対応し、
お客さま満足度 NO.1企業を目指します。その実現のために、常にお客さまとのコミュニケーションを大切にし、
開発・提供するサービスの品質に責任をもってお客さまとの長期的な相互信頼関係を築いていくことを目指します。

●国際データ通信サービスが
　顧客満足度調査で部門最優秀賞を受賞
NTTコミュニケーションズは、英国テレマーク・サービス社が実施
した国際データ通信サービスの2007年顧客満足度調査において、
総合顧客満足度が最も高いキャリアとして最高賞の「プラチナ賞」
を受賞しました。これは世界の主要国際通信事業者8社を対象とし
た多国籍企業749社の評価に基づくレポートで、アジアから唯一
選ばれた NTTコミュニケーションズは、2007年の実績を高く評
価され、ベスト・グローバル・プロバイダーに選ばれました。また、
テレコム関連メディアとして著名な Terrapinn（本社：ロンドン）が

主催する、世界的権威のある World Communication Awards 
2007においても、アジアキャリアとして初めて Best Managed 
Service賞に選ばれました。国内では、「OCN 光サービス」が
株式会社 MM総研が主催する「MM総研大賞」で、ISPサービス部
門の最優秀賞を受賞しました。
　海外パートナーキャリアとの活動では、第6回を迎えた「Arcstar 
Carrier Forum2007」が11月に開催され、海外大手12社とそれ
ぞれの品質向上事例を共有し、水平展開を目指していくことで、
オペレーション品質やデリバリー品質の改善に向けたレベルアップ
を図っていきます。

●「高信頼保守」の実現
NTTコミュニケーションズでは、お客さまに信頼・満足いただける
サービスを提供していくために、プロセス改革やサービス品質の向上
に努めています。
　2007年度には、新たに“Managed Quality Operation”すなわち

「高信頼保守」をコアバリューのひとつとして追加しました。「高信頼

保守」の実現に向け、「ワンストップ　エンド ･ツー ･エンドの高度
オペレーション」、「保守を起点とした原因究明・抜本策の実施」、

「プロフェッショナル人材による高信頼保守」を掲げ、ネットワーク
そのものはもちろん、“ヒト”と“体制”などあらゆる面から、今まで
以上に高品質な保守サービスを追求し、お客さまのビジネスを強力
にサポートしていきます。
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PART2 ●社会への貢献

●「難民専用フリーダイヤル」の開設・運営を支援
国際化が進むなか、政情不安などで日本へ到着する難民が増えてい
ます。法務省入国管理局のデータによれば、従来年間300-400人
だった難民申請数は、2006年に954人、2007年に816人（難
民と認定されたのは41人）となり、増加の一途をたどっています。
　難民支援協会は、国連難民高等弁務官駐日事務所との業務実施
契約のもとに、日本への難民に対して法律面と生活面から総合的な
支援を行い、2008年5月には認定 NPO法人となりました。
　NTTコミュニケーションズでは、2006年4月から「難民専用フ
リーダイヤル（0120-477-472）」開設・運営の支援を開始しまし
たが、設置2年目となる2007年には利用件数が毎月300件を超え、

前年度の1.2倍となる4,685件の相談が寄せられました。フリー
ダイヤルの普及が進んだ結果、相談件数の増加のみならず、来日直
後で住居・所持金なしの緊急ケースや、空港に着いたばかりの難民
からの質問、遠方からの問い合わせなど、電話代を心配することな
く多様化する相談内容に必要な支援を提供しています。難民支援協
会では多様化に対応できるよう各地
の支援者と勉強会などを行い体制強
化を図っています。
　今後も NTTコミュニケーションズ
では、本業を通じた社会貢献活動を
継続していきます。

社会貢献への基本的な考え方

● NTTコミュニケーションズの社会貢献活動
NTTコミュニケーションズはさまざまな分野で社会貢献活動を
実践しています。国際協力、環境保全、保健・医療・福祉、地域振興、

子どもの健全育成、学術・文化・芸術・スポーツ・社会教育など、多彩
な分野での活動を通し、豊かな社会の実現に貢献していく考えです。

社会とのかかわり

私たちは、個々のお客さまだけでなく、社会全体の発展、福祉の向上、地球環境の保護に貢献します。また、各国・
各地域の文化・慣習を尊重し、法規を遵守します。事業を通じて社会に貢献するとともに、ステークホルダーとの
協働や、社会の一員として、さまざまな企業市民活動にも取り組んでいます。今後も、多くのステークホルダー
の皆さまと協力しあい、よりよい社会の実現に向けて尽力していきます。

■活動原則

「難民専用フリーダイヤルの利用状況」の詳細は、Webに掲載しています。
http://www.ntt.com/csr/report2008/data/social.html#2

●Webサイトを通じての社会貢献
【ピンクリボンキャンペーン】
日本人女性の20人に ひとり以上がかかるといわれる
乳がんは、近年、若い世代でも増えつつあります。
NTT レゾナントが運営する goo では、2006 年から
引き続き、乳がん撲滅の
ための「ピンクリボン
キャンペーン」を展開
し、乳がんに関する基
礎知識や検診の大切さ
などの情報を提供し、予
防に向けた取り組みを支
援していきます。

地域社会のために

●ペットボトルのキャップでワクチンを寄贈
NTTコミュニケーションズでは、全員参加の社会貢献活動のひと
つとして、NPO法人「エコキャップ推進協会」が取り組む「 ペット
ボトルのキャップで世界のこどもたちにワクチンを送ろう」の運動
に賛同し、協力しています。これは資源として分別するとキャップ
800個分が20円になり、一人分のポリオワクチンを発展途上国の

子どもたちに届けることができます。また、ゴミとして処理する場
合のキャップ800個分の CO2（6,300g）の削減にもつながり、社
会貢献のみならず環境への配慮にもなる活動となっています。
2007年２月から全員参加でスタートし、約２ヵ月で38,000個
を回収。47.5人分のワクチンを寄贈することができました。

▲ピンクリボンキャンペーン 2008

持 続 性 効 率 性 適正評価 世 界 観 ス キ ル

【 BRAVE CIRCLE・大腸がん撲滅キャンペーン】
“BRAVE CIRCLE” は大腸がん撲滅キャンペーン
で、大腸がん検診を広く継続的に呼びかけ、受診
の輪を広げる活動です。2020年までの予測で
は、日本人のがん罹患数の1位になるといわれ
ています。NTTレゾナントが運営する goo では、
2008年からBRAVE CIRCLE キャンペーンに
賛同し、大腸がんをひとりでも多く減らしていく
ため、大腸がんに関する基礎知識や検診の大切さ
などの情報を提供し、予防に向けた取り組みを
支援しています。今後も、大腸がんや検診に関
する情報の提供、イベントのご案内やレポートなどを行っていきます。

「活動原則」の詳細は、Web に掲載しています。
http://www.ntt.com/csr/report2008/data/social.html#1

国際社会のために

▲BRAVE CIRCLE・大腸がん
撲滅キャンペーン

■難民専用フリーダイヤルの利用状況 2006年度
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公正な取り引き・調達に向けて（CSR調達）

●公正な取り引きの推進
「社会から信頼される企業」を目指す NTTコミュニケーションズは、
ビジネスパートナーとの関係においても相互の立場を尊重し、イー
ブンな立場で取り引きを行い、それぞれが納得して利益を得られる
関係の樹立を第一に考えています。信頼関係を築きあげていくうえ

で、お互いの企業文化や慣習を尊重し、相互の役割と責任を明確に
していくことも重要です。私たちは、自社の都合や利益のみを優先
することなく、プロとしての緊張感を持ち、ビジネスパートナーと
切磋琢磨し、ともに成長することを目指します。

●調達の基本方針
NTTコミュニケーションズが、企業として競争力を発揮し、お客
さまのご要望に的確に応え、サービスをより充実していくには、品
質の高い役務サービス、製品などを経済的かつタイムリーに調達す
る必要があります。このため、NTTコミュニケーションズは、（1）

ビジネスニーズを踏まえたオープンかつ透明な手段で、（2）国内外
のサプライヤーに対し、内外無差別に競争機会を提供し、（３）ビジ
ネスニーズに適する競争力ある役務サービス、製品をグローバルか
つ市場原理に基づき調達する、の３つを基本方針として、世界市場
に広く目を向けて、公正で競争的な調達活動を行います。

サプライヤーとのかかわり

私たちは、ビジネスパートナーとのフェアなパートナーシップ構築に努め、公正で誠実なサプライチェーンマネジ
メントの推進を目指します。

グリーン調達の推進

●グリーン購買ガイドライン
NTTコミュニケーションズでは、2006年1月にグリーン購買ガ
イドライン第2版を制定しました。ガイドラインでは、サプライヤー
の評価基準として環境保全への取り組み意識の高さを盛り込み、サ
プライチェーン全体で環境負荷の低減に努めることを目的としてい
ます。評価済みのサプライヤーは約300社となります。

■グリーン調達の状況

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

グリーン調達物品量 178

2005年度

284

2006年度

4,777

2007年度

グリーン購入物品量 29 67 76

●事務用紙の調達方針を策定
NTTコミュニケーションズは、パルプチップや原油の高騰、古紙
原料の不足など、製紙業界を取り巻く環境変化やグリーン購入ネッ
トワークが発行するガイドライン改定を踏まえ、推奨製品の古紙
100%再生紙の見直しを行い、2006年10月に調達方針を策定し

ました。
　環境配慮用紙3製品（古紙配合率が100%、70%、50%）につ
いて、環境負荷や価格の両面から比較検討した結果、事務用紙とし
て古紙50%、植林木50%再生紙製品を推奨することとしました。

●機器電源種別選定ガイドライン
NTTコミュニケーションズでは、社内の通信機械室への新規設備の
導入や既存設備の増設に際して、原則として直流給電方式（DC）機器
を導入することを方針化するとともに、ネットワーク設計者に対して
機器選定時のポイントやプロセスなどを解説した機器電源種別選定

ガイドラインを策定し、このガイドラインに基づく運用を実施しています。
　直流給電方式は交流給電方式（AC）に比べ、設備の信頼性向上に
つながる給電設備の簡素化を図ることができるとともに、電力の変
換ロスが少ないことから、DC機器の導入は省電力化を推進する環境
対策にもつながっています。

Topics

●プロキュアメント統括室での取り組み
経営企画部プロキュアメント統括室では、調達業務・発注契約を一
元的に管理し、調達プロセス全体の効率化と最適化を図るサプライ
チェーンマネジメントへの取り組みをすでに開始しています。

　製品を調達するすべてのサプライヤーの環境活動を評価し、グ
リーン購買ガイドラインを遵守いただくことを義務化するとともに、
サプライヤー団体主催の勉強会などでも、理解・協力を求めています。
※調達にかかわるサプライヤー説明会の実施回数を P6「CSR指標」に掲載しています。

（事務用品以外の物品・万個）

（事務用品・万個）

再生紙の古紙配合率偽装に伴う対応について
2008 年1月に、事務用紙として購入していた PPC 用紙の古紙配合率に偽装がありました。
NTTコミュニケーションズでは、2006 年10月に、事務用紙として古紙 50%、植林木 50%再生紙を調達する方針を策定していますが、
偽装が判明したリサイクルコピー用紙は、電子購買システムのカタログから削除し、方針に沿った代替品（FR紙）へ切り替えました。
また、リサイクルカラーペーパーは、事務用紙の供給を優先して、在庫品で対応するなど、適切な調達に努めました。

（P24 の「事業活動に伴う環境負荷」と関連）

「グリーン購買ガイドライン」は、Webに掲載しています。
http://www.ntt.com/eco/data/guideline.html
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PART3 ●地球環境保護

環境保護活動の基本理念

● NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章
NTTグループでは、「NTTグループ・エコロジー・プログラム21」

「NTTグループ地球環境憲章」を制定し、グループを挙げてグロー
バルな視点から環境保護を考え、活動を進めています。NTTコミュ

ニケーションズグループにおいても、「NTTコミュニケーションズ
グループ地球環境憲章」を制定し、あらゆる環境保護活動の指針と
してグループ全社員への浸透を図っています。

地球環境保護の
基本的な考え方とマネジメント
私たちは、グループにおける環境マネジメント体制を強化し、事業活動のすべてのプロセスにおいて地球環境保護
に積極的に取り組むことで、環境にやさしい社会の実現に貢献します。

NTTコミュニケーションズグループは、グローバルな規模であらゆるお客さまの利益につながる最高水準のサービスを創造し、
提供する全ての過程において、地球環境保全に積極的に取り組むとともに、環境にやさしい社会の実現に貢献します。

■NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章

基本理念

長期環境ビジョン

● NTTコミュニケーションズグループは考えます
NTTコミュニケーションズグループは、「長期環境ビジョン」とそ
れを具体化するための「中長期計画」に基づき、通信技術や ICT技

術を活用し、他の企業や行政、教育機関、NGO、NPOの皆さまと
連携しながら、「地球にやさしい施策」や「人にやさしい施策」を一
つひとつ実現していきます。

中長期計画／「地球にやさしい施策」「人にやさしい施策」

●中長期計画・地球と人をつなぐ
NTTコミュニケーションズグループは、ICTの効果的な利用と
ICTそのものの環境負荷低減を目指す「グリーン ICT」の推進に
より、人間の生産消費活動による地球環境負荷を「見える化」し、

持続可能な新しい文明社会の創造に寄与します。具体的に「環境情
報の収集」「環境情報の加工・分析」「環境負荷削減」「環境教育・
啓発」「循環型社会の実現に向けた新経済システム形成」の5つの
分野で環境ソリューションを提供していきます。

■環境情報の収集
●自然環境の状態把握（大気、海洋、河川、土壌、植生、野生動物など）
●環境負荷の状態把握（工場、ビル、住宅、交通など）

■環境情報の加工・分析
●環境情報の分析（情報の分類と問題の発見）
●製品含有物の分析（RoHS 規制などの有害物質の含有を識別）
●環境会計（コスト削減効果および社会的コストのリアルタイム集計）
●エネルギー供給予測（バイオマスエネルギーなど、自然依存型の短期的な予測）

■環境負荷削減
●環境負荷設備制御（空調、照明、エレベーターなどの設備稼働の自動制御）
●環境負荷削減コンサルティング（ISO 認証取得、環境負荷削減施策立案・実行支援）
●リユース・リサイクル促進（不用品の交換、売買を支援するサイトの提供・運営）
●代替手段の提供（モノ、サービスの電子化、人、モノの移動・輸送の削減）

■環境教育・啓発
●環境情報の提供（地域住民の目に触れるところでの情報公開）
●教育コンテンツの提供（環境に関する基本的な勉強をする場、情報の提供）
●知恵や知見の共有（地域住民の環境問題に対する意見交換や体験共有）

■循環型社会の実現に向けた新経済システム形成
●環境保全インセンティブの構築（環境負荷低減に寄与した企業・団体・個人への利益還元）
●資源循環の促進／不法投棄対策（再資源化を考慮した製造から廃棄までの統合管理）
●モノのシェアリング（輸送手段、オフィス設備、住宅設備などを複数の企業・団体・個人で共
　有するための予約・利用管理）

「地球環境憲章」の詳細は、Webに掲載しています。http://www.ntt.com/csr/report2008/data/environment_manage.html#1

● 企業責任の遂行　● 環境にやさしい社会実現に向けた活動の支援　● 社会活動を通しての貢献　● 環境情報の公開基本方針

「長期環境ビジョン」の詳細は、Webに掲載しています。http://www.ntt.com/csr/report2008/data/environment_manage.html#2

「グリーン ICT」の詳細は、Webでご紹介しています。http://www.ntt.com/eco/data/ict.html
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ICT活用による
環境負荷削減

中長期計画／環境負荷低減施策と目標・実績

●環境負荷低減施策と実績・目標
すべての事業活動に伴う環境負荷を低減するため、省エネ・温暖化
対策、廃棄物の排出削減・リサイクル、紙資源の削減について、目標
を設定し取り組んでいます。
　電気通信設備の省エネ・温暖化対策では、エネルギー効率の高い
ICT機器に関する調達ガイドライン制定、ガス空調の積極的な導入を
行っております。

　また、オフィス系の環境対策については、法人営業部門の浜松町
オフィス移転を契機に、体制強化および全員参加型の活動への展開
を推進しています。具体的には個人用ゴミ箱の廃止やIC カード複合
機の導入、ペーパーレス会議の利用促進、などを推進しています（詳
細は特集 P9-10参照）。2008年度は、自然エネルギー（太陽光）
の活用やオフィス廃棄物の分別徹底などを重点課題として取り組ん
でいきます。

自己評価 良好に推移 ほぼ計画どおりに推移 やや遅れ気味

事業活動に伴う環境負荷
● 2007年度の NTT コミュニケーションズグループ INPUT- OUTPUT

○温室効果ガス
電力使用…33.8万t -CO2

燃料使用…0.9 万t-CO2

ガス使用…0.2 万t -CO2

熱…………0.2 万t -CO2

○温室効果ガス
電力使用…0.6万t - CO2

トータルパワー改革運動
（電力使用量削減運動）

○電力…8 億 9,525万kWh
○燃料…327万リットル
○ガス…79.3 万㎥
○熱…422万MJ 

クールビズ
環境教育啓発

○電力…1,657万kWh
○水…89万㎥
○紙（事務用紙）…554t

アイドリング・ストップ
物流の効率化

○紙（パンフレット）… 1,527 万t
○請求書…669t
○燃料（自動車）ガソリン…28.6万リットル

ガイドラインに基づく
グリーン調達

○グリーン調達物品量…4,777万個
○企業体制評価数…308社

調 達 通 信 設 備 オフィス 販 売

○温室効果ガス
燃料使用…665t - CO2

○廃棄物（最終処分量）
産業廃棄物…32t

○廃棄物（最終処分量）
一般廃棄物…798t
産業廃棄物…558t

○廃棄物（総排出量）
産業廃棄物…8,575t

○廃棄物（総排出量）
一般廃棄物…2,776t
産業廃棄物…370t

○同軸ケーブルのリサイクル…143㎞

○撤去設備の社内再使用…620品目
○装置・パッケージなど…33,182 台
○加入者端末機回収量…9 万台
○光ファイバーの再利用…14㎞

加入者端末
機器回収

	

通信ケーブル、
撤去設備など

2007年度目標 2007年度実績 自己評価 2008年度に向けた取り組み 中長期目標（2010年度）

CO2 排出量（＊） 35.5万ｔ-CO2 以下 37万t- CO2 以下

廃

棄

物

撤去通信設備
リサイクル率 99%以上 99%以上

建設廃棄物
リサイクル率

特定資材…98%以上

その他……74%以上
特定資材…99%以上
その他……84%以上

オフィス廃棄物
リサイクル率 62%以上 70%以上

紙使用量
（事務用紙・A4換算）

１人あたり 25％削減
（11,849 枚／人）

2006年度比
1人あたり40%削減

（9,500枚／人）

35.8万t -CO2
● エネカット導入…10台（53t）
● 無線中継局の廃止…28ヵ所
● 設備更改（空調）…119台（874t）
● 機械室空調設定緩和…200台（290t）
● 非効率インバータ更改…1台
● 非効率整流器更改…17台
● 特別高圧受電設備更改…2 ビル
● IP 系装置の直流電源化…DCコンセントなどの開発
● 各種省エネ対策（東京都施策など）

99.6%（総排出量 8,575t）
● 廃棄量削減に向けたリユース・リサイクルの推進
● リサイクル率の高い業者の選定 ( 重点ポイント：離島 )
● マテリアルリサイクルの推進 ( 同軸ケーブルなど)

特定資材…98.7%
その他…70.9%

（発生量　13,406t）
● リサイクル率の高い中間処理施設の設定
● 工事ごとの管理体制の確立

58.6％（総排出量 3,574t )
● 分別のさらなる徹底（14分類）
● 個人ゴミ箱廃止
● ポスター掲示などの啓発活動

35.8万t -CO2 以下
● エネカット導入…5 台（25t）
● ガス空調導入…10台（8t）
● 無線中継局の廃止…55ヵ所
● 設備更改（空調）…120台（881t）
● 機械室空調設定緩和…200台（290t）
● 非効率インバータ更改…97台
● 非効率整流器更改…121台
● IP系装置の直流電源化…DCコンセントなどの開発
● 各種省エネ対策（東京都施策など）

目標

99%以上
● 廃光ケーブルのリサイクル率向上

（目標：90%以上）

目標

特定資材…99%以上
その他……74%以上　

● 最終処分量削減対策の促進
● 直接最終処分場への持込ゼロ化
● 再資源化率の高い業者への委託の推進

目標

63.0%以上
● 組織単位のゴミの量「見える化」
● さらなる啓発活動の実施（表彰制度導入など）

目標

1人あたり12%削減（12,300枚 /人）
● 紙の電子化による情報共有の促進
● テレビ会議の利用促進

目標

（＊）CO₂ 排出係数は、0.378Kg-CO₂ ／ kWh を使用しています。

1人あたり12%減（13,919枚／人）
● ICカード複合機による無駄な印刷物の削減
● 書庫スペースの削減
● 会議室へのプロジェクタ配備と利用促進

お
客
さ
ま
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環境への取り組み
に関する評価

Topics ●日本経済新聞社「企業の環境経営度調査」通信・サービス部門第 1位……NTTコミュニケーションズは、
第11回日本経済新聞社“企業の環境経営度調査 ” 通信・サービス部門 1位（ 2年連続）に選ばれました。今後とも、中長期
の目標達成に向けて温暖化対策、リサイクル、紙削減を推進していきます。

●環境省「容器包装3R 推進環境大臣賞」地域の連携・協働部門で優秀賞……NTT コミュニケーションズ
が連携・協働する足立区の環境活動事業「あだちエコネット事業」が、2007 年度「容器包装 3R 推進環境大臣賞」の地域
の連携・協働部門で優秀賞を受賞しました。ペットボトルの資源回収の活動を通して、地域とともに環境活動に参加しています。

PART3 ●地球環境保護

環境保護の推進体制

●グループ全体でマネジメントを強化
環境保護活動を継続的に推進していくため、専門家集団による WG

（ワーキンググループ）を核として、社長以下各グループ一丸体制
で環境問題に取り組んでいます。
 　2007年度は全員参加型のオフィス環境対策を強化するため

「オフィス環境対策 WG」を、さらに各事業部内の活動を促進するた

め、その配下に「環境対策サブ WG」を新設しました。また、事業
活動において ICTを通じた環境負荷削減を全社として推進するため

「環境ソリューション WG」を新設しました。
 2007年度は地球環境保護推進部会を２回開催し、対策の立案や
目標管理、課題解決に取り組んでいます。 

環境会計

●環境保全コストと環境保全対策に伴う経済効果
NTTコミュニケーションズは、環境省の「環境会計ガイドライン
2005年版」および NTTグループ「環境会計ガイドライン」、環境
保全コスト (事業活動に応じた分類 )および環境保全に伴う経済効
果 (実質的効果 )に基づいて集計しています。
　2007年度の環境保全コストは、投資額が約7億2,800万円、
費用総額が約8億3,300万円で環境コスト総額は約15億6,000

万円となり、前年度に比べ約1億2,000万円減少しました。これは、
通信機器室用空調装置の投資額が減少したことと、通信機械室用空
調装置のメンテナンス費用が減少したことなどによるものです。一
方、2007年度の環境保全対策に伴う経済効果は、ケーブルなどの
売却による収益の大幅増加と、新規購入費が削減できたことなどに
よって約35億4,900万円となり、前年度よりも約10億3,400万
円増額となる大きな効果をあげることができました。

社 長

ワーキンググループ 主 な 取 り 組 み 項 目

温室効果ガス削減 WG

撤去通信設備 WG

建築廃棄物 WG

PCB保管・処理 WG

オフィス環境対策 WG

お客さま廃棄物 WG

容器包装リサイクル WG

グリーン購買 WG

環境会計 WG

環境保護に関連した
社会貢献活動

●トータルパワー改革運動（電力使用量削減運動）の促進　
●自社ビルにおいて毎月省エネルギー対策会議を実施

●撤去通信設備に関する法的適正処理、管理の徹底

●建設工事から排出される産業廃棄物の適正処理およびリサイクルの促進
●アスベスト撤去・更改に関する進捗管理の徹底

● PCB（ポリ塩化ビフィニール）の適正保管、計画的な分解処理の実施
● PCB管理状況に関する行政報告

●オフィス系環境施策（紙・ゴミ・電気）を実施する上での課題の共有と解決サポート
● PDCAをまわすための効果の見える化、目標の設定と施策の策定
●各事業部の先進的な取り組み事例の共有と水平展開

●お客さまからの受託工事時に発生する産業廃棄物の適正処理、管理の徹底
●産業廃棄物処理マニュアルの社内 Webでの公開／更新（随時）

● ｢容器包装リサイクル法｣への適正な対応

●全社的グリーン購買の推進
●グリーン購買ガイドラインの取引先（サプライヤー）への浸透

●経営に資する環境会計の構築

●環境保護に関連した社会貢献活動
●名刺のケナフ化実施　（森林保護の立場から、社員の名刺素材に非木材 [ ケナフ100% ] を使用することを推奨）
●中古PCの再生および各種団体を通じた寄贈

CSR 委員会
（CSR 推進室）

地
球
環
境
保
護
推
進
部
会（
環
境
保
護
推
進
室
）

環境ソリューションWG
●環境広報（環境に配慮したサービスの情報発信・プロモーションなど）
●グリーン ICTの推進（グリーン of ICT、グリーン by ICT）
●新しいソリューションの創出・推進

グループ会社WG ●上記ワーキンググループの取り組み活動の自社内における展開と、PDCAの実施

環境対策サブ WG ●各事業部内のロケーションなどを考慮した体制維持、環境啓発活動の実施
●各事業部独自の小集団による環境保護施策の立案と実行

「 ISO14001の取得状況」を Webに掲載しています。http://www.ntt.com/csr/report2008/data/environment_manage.html#9

「環境会計」の詳細は、Webに掲載しています。http://www.ntt.com/csr/report2008/data/environment_manage.html#7

011_9723590342009.indd   25 2008/10/04   15:56:14



Corporate Social Responsibility Report
26

●CO2排出量削減に向けた取り組み
NTTコミュニケーションズグループでは 独自の目標を立て、目標達
成に向けたエネルギーの効率化などの対策に日々取り組んでいます。
　2007年度においてもデータセンター事業の拡大に伴い電力使用
量は増加していますが、高エネルギー効率のICT機器の調達や空調
の効率化などの継続施策により、CO2排出量は前年度比0.6%増に
抑えることができました。
　NTTグループは、これまでに112 ヵ所で1.8ＭＷ規模の自然エ
ネルギー発電システムを導入してきましたが、2008年5 月、ソー
ラーシステムを中心とした自然エネルギー利用を促進する施策「グ
リーン NTT」を発表しました。NTTグループの全体目標である
2012年5ＭＷ 規模のソーラーシステム導入に向けて NTTコミュ
ニケーションズも2008年度より通信用ビルやデータセンターな
どへの自然エネルギーの利用普及を積極的に図っていきます。

●社会参加型の温暖化対策「グリーンICT」「チームマイナス6%」
NTTコミュニケーションズが提唱する「グリーンICT」を推進す
るため、法人のお客さま向けに「グリーン ICTソリューションガ
イド」を作成し、配布しています。このガイドでは、ICTと地球温
暖化とのかかわりをはじめ、ICTが環境に与える負荷を軽減する

「グリーン of ICT」、ICT活用による効率化で環境負荷を削減する
「グリーン by ICT」の具体的なサービスを事例により解説してい
ます。今後もお客さまとともに ICTを通じた環境負荷削減を考え、
グリーン ICT による地球環境保護を推進していきます。

 「チーム・マイナス6％」への参加は、NTTコミュニケーションズ、
NTTPCコミュニケーションズ、NTTレゾナント、ぷららネット
ワークス（旧）／ NTTぷらら（現）、NTT
ビズリンクの5社が参加して、「クールビ
ズ」の実施をはじめ、３階上、４階下まで
は階段で移動する「3UP-4DOWN」運動
を実施しています。また、NTTレゾナント
が運営する「環境 goo」を通じた参加の
呼びかけも継続的に行っています。 

（集計範囲：2005 年度まで NTT コミュニケーションズグループ 7 社、
2006 年度・2007 年度 は NTT コミュニケーションズグループ12社） 

（※1）2005 年度、2006年度、2007年度、緑色の棒グラフの CO2 排出係数は、0.378Kg-CO2／kWhを使用しています。
（※2）2007年度、灰色の棒グラフは、電力会社ごとの CO2 排出係数を使用したグラフを掲載しています。

温暖化防止と省エネルギーの取り組み

省エネルギーと温暖化対策

事業活動における CO2 総排出量の 98％を占める電気通信設備の省エネからオフィスにいたるまで、社員一丸と
なって地球温暖化防止活動に積極的に取り組んでいます。

輸送・移動による環境影響の削減

●物流における省エネルギー対策の推進
2006年4月の改正省エネ法の施行により、輸送業者以外の荷主に
対しても省エネへの取り組みが義務づけられました。NTTコミュ
ニケーションズでは、請求書、販促ツール・オフィス廃棄物など
の輸送量を毎年調査、自主的な取り組みとして「輸送そのものの
削減」「輸送量の削減」「輸送距離の削減」「物流の効率化」を推進し、
2007年度は前年度比208万トンキロの輸送量を削減できました。
　輸送そのものを削減する施策として、請求書の電子化の普及を推
進しており、マイページでのご利用内訳や領収証のご提供など利便
性の向上に努めた結果、2008年7月末までに半数以上の多くのお
客さまに、インターネット料金案内（請求額のメール通知・マイペー
ジによるご利用明細の確認）をご利用いただいています。
　さらなる削減を図るために、第2種 OCNサービス（主に個人向け
サービス）においては、2008年10月ご請求分（9月ご利用分）から、

郵送によるご案内に代えて、インターネット料金案内を標準とします。 

■改正省エネ法における対象物品輸送量

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）
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■事業活動に伴うCO2 排出量

（単位：万t -CO2）
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■電力の使用
■社用車燃料・重油・ガスの使用
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36.21.7

33.9

■は排出係数（※1）
■は排出係数（※2）

1.4
34.4

2007年度

2007年度の「電力購入量」「クリーンエネルギー発電量」
「事業活動に伴う NOx、SOxの排出量」を Webに掲載しています。
http://www.ntt.com/eco/data/data.html

「グリーン ICT」の詳細は、Webでご紹介しています。http://www.ntt.com/eco/data/ict.html

（単位：万トンキロ）

188

■請求書　■ 開通案内　■撤去通信設備　■販促ツール　■オフィス廃棄物　■その他

2005
年度
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2007年度

13,406

PART3 ●地球環境保護

廃棄物対策・リサイクルなどの推進

●撤去通信設備のリサイクル
NTTコミュニケーションズグループでは、高品質なサービスを提供するために、
通信設備などの更改を適宜行っています。その際不要となった通信設備は、まず
リユース・リサイクルを促進し、リサイクルできないものについては、処分量
を正確に計測管理し、適正に処理しています。
　2007年度は、撤去通信設備の社内再利用（620品目）や、未稼働在庫品の
利活用の促進（装置パッケージなど33,182台）などに取り組んだほか、離島に
おいても再資源化率の高い業者への委託を推進しました。また、光ファイバー
の再利用（14km）、同軸ケーブルのリサイクル（143km）にも積極的に取り組
んだ結果、リサイクル率は前年度98.7%から99.6%へ大きく向上しました。
　2008年度は、重点品目である光ファイバーのリサイクル率90%以上など、
個別に目標を設定し、さらなるリサイクル率の向上を目指します。

廃棄物対策

事業活動およびオフィス活動に伴う廃棄物削減と、リユース・リサイクル率を高め、社会的な環境負荷の低減に
つながるよう PCBの適切な管理とアスベスト除去工事などを計画的に進めていきます。

●建設廃棄物のリサイクル
NTTコミュニケーションズグループでは、お客さまに安定した信頼性の高い
サービスを継続して提供するために、老朽化した建築物の建て直しや需要増加
に伴い増改築を行っています。
　2007年度は、総廃棄量が約7倍に増加しましたが、廃棄対象に応じて再資
源化率の高い中間処理施設の選定や、コンクリートなどの特定資材のリサイク
ル率が前年度97.1％から98.7％に向上しました。
　2008年度はその他の資材に重点を置き、直接最終処分場への持込ゼロ化、
再資源化率の高い業者への委託の推進などの施策により、さらなるリサイクル
率向上を目指します。

●オフィス廃棄物のリサイクル
NTTコミュニケーションズグループでは、オフィス廃棄物のリサイクル率70
％を中長期計画の目標に設定し、廃棄物の法的適正処理・管理、分別収集の徹
底に取り組んでいます。
　2007年度は、オフィス系の環境保護施策を強化するために各事業部からメンバー
を選出してオフィス環境対策WGを新設し、分別のさらなる徹底（14分類）、個人ゴミ箱
の廃止などを行った結果、リサイクル率が前年度57.0％から58.6％へ向上しました。
　2008年度は、ワーキンググループによるさらなる啓発活動や組織単位のゴミ
の量を見える化するなど、全員参加型の各種施策により、毎年リサイクル率5%
向上の目標達成に向けて取り組んでいきます。

●紙使用量の削減
NTTコミュニケーションズでは、オフィス業務に用いる事務用紙など、紙使用
量の削減に努めています。
　2007年度は、ICカード複合機による無駄な印刷物の削減、会議室への
プロジェクタ配備と利用促進により、社員1人あたりの紙使用量は、前年度
の15,798枚から13,919枚と削減することができました。
　2008年度は、紙の電子化による情報共有やテレビ会議の利用などの促
進により、前年度比12%削減の目標達成に向けて取り組んでいきます。

（%）

2005年度 2006年度

■撤去通信設備の総排出量とリサイクル率
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（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ 12社）

■建設廃棄物の総発生量とリサイクル率　
（%）

■オフィス廃棄物の総排出量とリサイクル率
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■事務用紙の総使用量と1人あたりの事務用紙使用量
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（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ 12社）

（集計範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

2005年度 2006年度

2005年度 2006年度 2007年度

（単位：t）

（単位：t）

（単位：t）

（単位：t）

リサイクル率

6,082

98.7% 98.7% 99.6%

1,862
1,866

81.0% 89.0% 93.0%

51.5% 57.0%

4,134
3,749

総使用量
545 535

（集計範囲：NTTコミュニケーションズグループ 12社）

総排出量

総発生量

2007年度

8,575

2007年度

3,574

58.6%

476

リサイクル率

リサイクル率

1人あたりの紙使用量17,806
15,798

13,919

3,501
総排出量

廃棄物対策の関連パフォーマンスデータをWebに掲載しています。
http:/ /www.ntt.com/eco/data/data.html
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生物多様性への取り組み

●自然保護地域内の環境配慮
2008年3月31日現在、NTTコミュニケーションズグループが所
有する無線中継所（電話網やテレビ網の無線設備）153ヵ所のうち
24ヵ所が国立公園内にありますが、巡回保守のための道路の敷設

が必要な場合には、徹底した法令の遵守および独自の環境アセスメ
ント手法に基づき、生物多様性に配慮して建設しています。
　既存の無線中継所の維持管理業務においても、生態への損傷の
防止、環境負荷の低減に努めています。

生物多様性への取り組み

無線中継所の建設から撤去にいたるまで、動植物の生息分布を調査し、生物の多様性に配慮した独自のガイドライン
にのっとり、生態への損傷防止、環境負荷の低減に努めています。

●ガイドラインの策定
これまでも無線中継所の建設時における生物の多様性への配慮は、
建設予定場所の植物、鳥類、昆虫などの生息分布を事前調査し、そ
の分布を壊さないような建設計画を立てています。特にレッドリス
トに該当する動植物などの生息が確認された場合は、第三者機関の

行政や NPO法人などと連携し、生物多様性に配慮した建設計画と
します。今後も、無線中継所の建設においては、敷地および道路の
調査・計画・設計・工事の各段階で、営巣地帯の保護、けもの道の尊重、
植生など、NTTコミュニケーションズ独自のガイドラインに沿っ
て実施していきます。

事業活動を通じた環境負荷の削減

事業活動を通じた環境負荷の削減

●「環境goo」「gooホーム」「緑のgoo」における取り組み（NTTレゾナント）
【 緑のgoo】
2007年8月から、「緑の goo」の Web
検索をユーザーにご利用いただくこと
で、得られた収益の一部を環境問題に
取り組む環境保護団体に寄付し、団体
の環境保護活動に役立てています。こ
れまでにふたつの環境保護団体へ合計
90万円を寄付しました。またご利用
のユーザーが、いつでも環境保護活動
に貢献することができるボランティア
などの募集を行っています。

I CTソリューションを活用した新しい価値を通じて、お客さまとともに社会全体の環境負荷を削減するために、
積極的に取り組んでいきます。

【 gooホーム PROJECT】
2007年10月11日から、提供を開始
したSNSサービスの「gooホーム」
では、同年11月から、「gooホーム」
に登録したユーザーが30人集まる
ごとに、NPO法人アクアプラネット
と協力して沖縄北谷の海にサンゴを
1株植える「gooホームPROJECT」
を開始し、2008年5月で約2000
本のサンゴが登録されています。

【 環境 goo】
「環境 goo」は、環境・安心・健康をテーマに、人とモノと
自然のかかわりを再発見するライフスタイルを提案して
います。 また、環境関連の最新ニュース、CSR関連情報、
環境対応企業のトップインタビュー、環境教育、環境キー
ワードの用語辞書など環境経営・環境ビジネスに役立つ情
報もご提供する環境総合情報ポータルサイトです。
　情報提供のみならず環境保全および社会貢献活動に取
り組む企業や団体、個人のインターネットを通じた適切
かつ効果的な情報発信を審査・表彰する「環境 goo大賞」
も毎年実施しています。

「事業活動を通じた環境負荷の削減」のこのほかの事例を Webに掲載しています。
http: //www.ntt.com/csr/report2008/data/businessactivity.html

【緑の goo】http: //green.goo.ne.jp/

【環境goo】http: //eco.goo.ne.jp/

【 gooホームPROJECT】
http: //sango.goo.ne.jp/landing.html
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PART4 ●人財の尊重

多様な人材が活躍できる職場づくり

私たちは、グローバル企業として、さまざまな国の社会的な課題に応えていくとともに、個人が、自己実現を可能
とする職場環境をつくっていくことで、社会的責任を果たしていきます。また社員一人ひとりの個性・能力を最大
限に生かせる人事育成制度を積極的に構築していくとともに、ダイバーシティ制度や障がい者雇用についても
推進していきます。

■支援制度と利用者数

制度の種類
利用者数

2006 年度 2007年度

出産休暇制度 57 人 71人

育児休職制度

育児のための短時間勤務制度 98人93人
（うち男性 4 人）

介護休職制度 6 人
（うち男性4人）

3人
（うち男性1人）

介護のための短時間勤務制度 11人
（うち男性3 人）1人

111人99人
（うち男性2人）

（掲載範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

ダイバーシティの推進

●女性の積極活用への取り組み
NTTコミュニケーションズでは、多様な人材を生かす経営戦略を推進
するため、2008年4月、ヒューマンリソース部に「ダイバーシティ
推進室」を開設しました。推進室では、活動の一環として女性のキャ
リア開発支援の推進を掲げています。具体的には、外部講師を招い
た女性管理職向けのセミナー開催、さまざまなロールモデルの提示、
社内横断的な女性社員ネットワークづくり、育児休職者向けの支援
などの施策を行い、女性社員の積極的活用につなげていきます。

■女性役付け（主査以上）任用者数
2005年度（2005 年3月末現在） 2007年度（2006 年 3月末現在）2006 年度 2007年度

140人 145人
（掲載範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

（掲載範囲：NTTコミュニケーションズ単体）

従業員数 8,750 人 8,550 人

男性 7,900 人

女性 850 人

7,650 人

900 人

2006 年度 2007 年度

新規採用数 211人（2006年度入社社員） 212人（2007年度入社社員）

男性 148 人

女性 63 人

148 人

64 人

■従業員数および新規採用数の男女別　内訳

●仕事と家庭の両立に向けた支援
多様な人材の活用には、「ワーク・ライフ・バランス」の実現が不可
欠です。NTTコミュニケーションズでは、仕事と家庭の両立を支
援するため、社内での関連制度への理解を促すとともに、制度の利
用促進を図っています。具体的には、育児・介護支援サイト「NTT-

LiFE+」などを活用した制度の周知・啓発、研修などを通した制度の
理解促進、休職中の社員の職場復帰に向けた支援などを行っています。
　また、勤務形態の面でも、在宅勤務などを積極的に取り入れるこ
とにより、「働き方の多様性」を実現し、仕事と家庭の両立支援に
向けた関連諸制度の整備を進めています。

各支援制度の概要をWebに掲載しています。
http://www.ntt.com/csr/report2008/data/office.html#2

●障がい者雇用の状況
障がい者雇用の促進・定着については、法定雇用率1.8%の早期達
成、採用後のフォロー施策の実施、研修を通した全社員の障がい者

雇用に対する理解の向上などの取り組みを進め、障がい者雇用を促
進していきます。
※障がい者雇用の関連情報を P12の特集3に、障がい者雇用率を P6の「CSR指標」に、それぞれ掲載して
います。

■女性社員の戦略化に向けた課題

■育児休職復帰支援セミナー

出産・育児

■エンパワーメント環境整備
職場全体の意識改革
制度の整備と使いやすさ
仕事の生産性アップ

■出産・育児・介護支援
ワーク・ライフ・バランスの確保
休職中・復帰にかかる支援
女性間ネットワーク

■キャリア形成支援
キャリア形成
メンター制度
ロールモデルの提示
女性自身の意識改革

20代

30代

40代

50代

60代

介護

入社
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● 経営幹部の教育研修への参加
経営幹部が研修に参画し、経営課題について社員と直接討議できる
機会を積極的に設けています。2007年度は、新任課長研修を3回

（156人）、2年目課長研修を1回（157人）、新任主査研修を4回
（323人）、STEP研修を3回（354人）実施し、延べ990人の参

加がありました。
　会社が抱えている経営課題について具体的な討議ができ、社員の
関心も大変高いことから、今後も経営幹部の参画を積極的に推進し
ていきます。

人事教育制度

●人事育成方針
実践の重視とチームプレー（全体最適志向）を基本に据え、社員自
身が現場力をもって事業運営する会社を目指して、2006年4月か
ら「HRMの基本的方向」に基づいた施策を実施しています。この中
では、「望ましい人材像」「人材採用方針」「人材の配置、育成」「目
標設定、人事評価」の4つの方向を示すことで、チームプレーで付

加価値を最大化できる人材、多様な人材を採用し、配置・育成し、
成長させ評価していくまでの一貫した人材優先の考え方があります。
　2007年度は、「全社一括採用」により212人の社員を採用し、
お客さまと接点のある職場を中心に初期配属を行うなど、「HRMの
基本的方向」に基づいた人事育成の取り組みを推進しています。

●教育研修制度
社員のスキルアップを図るため、若手社員向けの研修、一般社員や
管理者向けの研修など多彩な研修プログラムを整えています。
　新入社員研修は、お客さまとの接点のある部署を中心に経験する

「ローテーション研修」を実施することで、お客さまマインドの醸成

のほか、社内業務を広い視野で考えることのできる人材の育成に努
めています。
　若手育成期間終了後は、プロフェッショナル人材を目指していく
ため各自の CDP（Career Development Plan）に基づく研修を上長
と相談のうえ、決定・受講します。

・望ましい人材像

■ 人事育成方針「HRM の基本的方向」

「お客さまを支えているという自負心と、経験に基づく実践型の技術力・スキルに裏打ちされた現場のプロであり、チームの
一員として主体的に判断・行動し、チームプレーで付加価値を最大化できる人材」

事業領域を特定しない「全社一括採用」により、社員が自己の活躍できるフィールドを広げ、全社的な視点で主体的に行動で
きる多様な人材を採用する。

「人材は実践を通じて成長する」ことを基本に、競争優位を確保すべき事業・業務分野において、目指す人材像を明確にし、現場
のプロを育成する「プロフェッショナル人材育成プログラム」を導入するとともに、バリューチェーンをまたがる業務経験を
積めるよう、組織横断的な人事異動を積極的に行う。

シンプルでわかりやすい仕組みのもと、上長／部下間の日常のコミュニケーションを充実させ、現場の声を反映したボトムアップ
型目標設定や全体最適志向（チームプレー）の実現を目指す。

・人材採用方針

・目標設定、人事評価

・人材の配置、育成

■人材育成施策の体系

一 般 社 員
入社〜 2年 3年目以降

管 理 者

若手社員育成
プログラム

・スタートアップ研修

・OJT

・STEP研修

プロフェッショナル人材
育成プログラム

《 目指す人材像 》
プロフェッショナル人材

知識
経験内部の

視点
外部の
視点

現場力・人間力

Check

Plan

スキルアップ研修（内製研修を含む）約400 コース　通信教育

キャリア支援プログラム キャリア支援プログラム（部下のキャリア支援）

Action

Do

・実践を支える研修

実務経験（現職場／異動後）
実践的なスキル修得・経験の蓄積

目指す人材像とのギャップの認識

360度診断

キャリア開発計画策定

新任課長／ 2年目課長研修

スキル診断（社内基準 /社外基準）

研修
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PART4 ●人財の尊重

個性と人権の尊重

NTTコミュニケーションズでは、社員一人ひとりの自己実現を可能とする職場環境をつくっていくことで、
社会的責任を果たしていきます。また人権啓発研修や体験学習などを重ねることで、高い倫理観をもって人権を
尊重できる企業文化を創造していきます。

働きやすい職場づくり

●ワーク・ライフ・バランス（WORK-LIFE委員会）
ワーク・ライフ・バランスの向上を目指し、会社と社員の代表から構成
される「WORK-LIFE委員会」を設置し、働きがいのある職場づくり
や総労働時間短縮に向けたさまざまな取り組みを推進しています。

　2007年度は、時短の推進や年休取得の促進などを図るとともに、
ニュース配信による啓発活動も積極的に展開し、社員のさらなる
ワーク・ライフ・バランスの向上に向けた取り組みを行いました。

●ボランティア活動支援
社員のボランティア活動を支援するため、ボランティアに関する多
彩な休暇制度を導入、制度利用の促進を図っています。
　また、社員のボランティア活動の促進と、その活動を通じた非営
利団体の支援を目的として、社員の活動先に物品を寄贈する「ボラ
ンティア・ギフト・プログラム」を実施しています。
　第9回目となる2007年度は、知的障がいを持つ子どもたちへ
自立支援を行っている「中野区第1いずみ教室」へのビデオカメラ
などの寄贈、小学生を対象とした少年軟式野球チームの指導を行う
NPO千葉県少年野球連盟他に所属する「千代田ファイターズ」への
ノックマシンの寄贈など、活動している社員を通じて計5団体への
支援を行いました。

●労働安全衛生・メンタルヘルスケア
安全衛生を第一として作業環境や作業マニュアルの見直し、事例紹
介による意識改革、定例の安全点検などを実施し、事故の予防安全
と未然防止に努めています。また、万一事故が発生した場合にも、
迅速に情報を共有する体制を整備し、必要な場合はお客さまへ速や
かにご連絡するとともに、社員への周知・注意喚起を行い、再発防
止策の浸透を図れるよう安全労働の定着を図っています。
　また、メンタルヘルス対策においては、社員が健全で安心して働

くことができる職場環境づくりを目指し、メンタルヘルス研修の開
催、メンタルヘルス不調ハイリスク群社員へのカウンセリングの実
施などの各種施策の充実を図るとともに、社内外における社員相談
窓口の設置などのサポート体制も整えています。
　2007年度は、延べ1,800人の社員がメンタルヘルスケア研修
を受講しました。今後も健康管理への啓発活動を推進するとともに、
健全で快適に働くことができる職場環境づくりに向けた取り組みを
積極的に進めていきます。

■いずみ教室

■少年野球チーム

※「平均年間総時間外労働時間」を P6「CSR指標」に掲載しています。

「ボランティア休暇制度利用者数」をWebに掲載しています。http://www.ntt.com/csr/report2008/data/esteem.html#2

※「労働災害発生件数」を P6「CSR指標」に掲載しています。

従業員リレーションシップ

●働く社員の声を生かす仕組み
NTTコミュニケーションズは、社員がやりがいや喜びを感じられ
る企業風土づくりを推進するため、社員とのコミュニケーションを
重視し、働く社員の声を生かす仕組みづくりを行っています。
　社員からの自由な提案をダイレクトに、そして迅速に、経営や事
業のプロセス改革に反映する風通しのよい環境づくりを目指してい
ます。具体的には、2006年7月から「カイゼン推進室」を立上げ、
組織の壁や上司の壁を越えて、社員からの建設的な提案を吸い上
げる仕組みを「ダイレクトライン」として制度化しており、過去約
400件の提案がありました（2008年8月時点）。2008年度から

は表彰制度も取り入れ、活動を活性化しています。これらの提案を
共有するために「カイゼンポータル」を開設し、社員一人ひとりの
気づきの機会が増えることを支援するコミュニケーションツールと
して活用しています。
　また、会社側からの定期的な調査として、毎年、評価制度の運用
向上などに向け、「全社サーベイ」を実施しております。2007年
度は、社員意識調査の一部施行も加えて実施しました。
　今後も、上記の取り組みを通じて、社員の声を生かす職場環境づ
くりを目指していきます。
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■アイマスク体験

■「人権啓発・コンプライアンス カレンダー」

倫理観・人権の尊重

●人権を尊重する企業体質の確立
人権問題を重要な課題として位置づけ、あらゆる差別を許さない企
業体質を確立し、「明るく活力のある職場づくり」の実現を目指し

ています。そのため、すべての社員、パートナー社員（人材派遣社
員など）は平等であることを認識し、多様性とお互いの個性を認め、
信頼と敬意を払いながら日常業務を行っています。

●人権啓発研修の開催
NTTコミュニケーションズグループでは、全社員および全パート
ナー社員に、職場のさまざまな人権問題を防止するためのマインド
修得を図る、｢職場人権啓発研修｣の年1回以上の受講を義務づけ、
また、役員・組織長など経営幹部自らが同和問題をはじめとする人
権問題を学ぶトップ層研修会を年1回開催しています。これらの研
修を通じて、人権同和問題の基礎知識、差別を「しない、させない、
許さない」の徹底、職場環境の改善（マネジメント）などを図ってい

ます。
　セクシャル・ハラスメントおよびパワー・ハラスメントについて
は、社外講師による研修を年1回実施しています。さらに、集合型
研修以外にも、月1回、全社員・全パートナー社員を対象に、職場
で発生しそうなハラスメント事例などを掲載したメールマガジンを
発信、人権意識の高揚を図っています。
　こうした研修の継続的な開催や啓発活動の積極的な取り組みなど
によって、人権意識の高い企業風土の醸成を図ってまいります。

※「職場人権啓発研修」「人権問題を学ぶトップ層研修」「ハラスメント研修」の実施回数と受講者数を P6「CSR指標」に掲載しています。

●人権・コンプライアンス標語の募集
NTTコミュニケーションズグループでは、人権問題を再認識する
きっかけづくりと人権意識のさらなる高揚を図るため、標語の募集
を毎年実施しています。
　2007年度の人権とコンプライアンスに関する標語を募集した
結果、2006年度に引き続き10,000作品を超える応募があり、
31作品、6団体が受賞しました。最優秀賞には “人権を百の言葉で
語るより　自然に湧き出るひとつの行動 ”、“社内 LAN　情報漏洩
社内乱　信用失墜社会欄 ”の2作品が選ばれ、優れた作品を掲載し
た「日めくりカレンダー」や「メモ帳」を作成し、全職場に配布する
ことで、人権について身近に考える機会を提供しています。

※「体験学習会」の実施回数と参加者数を P6「CSR指標」に掲載しています。

●体験学習会の実施
障がい者や高齢者への理解を体験的に深めるため、アイマスクや
車いす・シニア疑似体験などのプログラムを毎年実施しています。
　2007年度は12月19、21日、1月16日に実施し、参加した社員
から「アイマスクをして、まっすぐ歩くことが難しいと思った」「車
いす、シニアの方の目線を実感でき、苦労の一部を知ることができた」

「介護する側ではなくされる側からみての介護方法が変わりそう」「普
段体験できない、不自由さを身をもって実感できた」など、基本的
人権の尊重につながる多くの感想が聞かれました。

車いす体験は普通の歩行者用通路で体験しましたが、普段気に
も留めないような小さな段差が障害となり、補助してくれる方
がいないと転倒する危険を感じる箇所が 100 ｍに満たない距
離で何カ所も存在しました。　
　シニア体験では耳栓や視野が狭くなる特殊ゴーグル、手足に
重りなどを装着し、高齢者になったときの身体的能力の低下や
心理面の変化を体験するものでしたが、高齢者の世界はまるで

異次元、階段を 1段降りるだけでも危険を感じ、手すりに掴ま
り緊張しながらゆっくり行動しないと階段を降りられませんでした。
　車いす体験でもシニア体験でもあらゆる場面において補助してい
ただける方の存在がとても重要に感じられました。バリアフリー施
設などハード面での充実だけでなく、周りで困っている方がいれば
補助できる方が一声かけてあげる、そんなソフト面の充実も忘れて
はならないことを思い起こさせてくれる貴重な体験となりました。

私が体験したのは車いす体験とシニア（高齢者擬似）体験でした
関口 英一郎　第一法人営業本部 事業推進部 主査

体験学習会参加体験談

■車いす体験 

■「人権啓発・コンプライアンス メモ帳」
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IP系　
3,341億円（29％）

営業収益の内訳

音声伝送（IP系除く）
4,503億円（39％）データ通信（IP系除く）

1,476億円（12.7％）

ソリューション
1,929億円（16.7％）

その他
294億円（2.6％）

●営業収益
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■主なIP系サービス
■ 売上高
■ 契約数

●設備投資額
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（データはNTTコミュニケーションズ単体です）

事業活動とステークホルダー
　　●NTTグループCSR憲章

PART1 経営の透明性・健全性への取り組み
　　●内部統制システムの整備に関する基本的な考え方
　　●国内グループ会社の活動
　　●人権啓発の推進「活動内容」
　　●CSR研修の実施

PART2 社会への貢献
　　●海底地震計の設置にも生かされる海底ケーブル敷設技術
　　●官民共同、ISP連携のウイルス対策
　　●子どもたちが安心して利用できるインターネット環境の提供
　　●企業ネットワークのセキュリティ監視・オペレーションの充実
　　● ISPセキュリティ対策サービスの充実
　　●迷惑メールへの取り組み
　　●お客さまの要望に対応する取り組み
　　●お客さまの声に素早く対応する「Action! OCN」
　　●サービス稼働率99.999％という稼働品質で、さらなる満足度向上に努力
　　●安心で便利な最先端のサービスを目指して
　　●ユニバーサルデザインの取り組み
　　●サービス品質保証制度（SLA）を採用
　　● ICTの人材育成に役立つインターネット検定「.com Master
　　 （ドットコムマスター）」
　　●コールセンター業務の在宅委託「CAVA（キャバ）」
　　●難聴者のテレビ視聴を補助する字幕作成システム
　　●日本とタイ間での ICT技術を活用した世界初の遠隔医療共同実証実験
　　●個人の自立的な社会貢献を支援「マッチングギフトプログラム」
　　●（国際社会のために）その他の主な活動
　　●覚えるに “易しい ”、人に社会に “優しい ” インターネット教室
　　●NPO 法人データベース「NPO 広場」の運営を支援
　　●「NPO アクセシビリティ支援プログラム」をサポート
　　●障がい者作業所によるお菓子の社内販売
　　●電子マネー「ちょコム」による災害時救援金の受付
　　● e-ネットキャラバンへの参加
　　●フェアトレードへの取り組み

PART3 地球環境保護
　　●NTTコミュニケーションズグループ地球環境憲章［詳細情報］
　　●NTTコミュニケーションズグループ長期環境ビジョン［詳細情報］
　　●環境会計［詳細情報］
　　● ISO14001の認証取得状況
　　●NTTコミュニケーションズグループ各社による環境への取り組み
　　●電力購入量
　　●クリーンエネルギー発電量
　　●Noxの排出量
　　●Soxの排出量
　　●屋上緑化による環境負荷の低減
　　●法規制遵守への取り組み
　　●ガイドライン制定によるPCB保管管理
　　●アスベスト対策
　　●全社員参加によるオフィス系環境保護活動の取り組み
　　●「ぷららダイヤル」における電力削減の取り組み
　　●OCNエコプラスにおける取り組み

PART4 人財の尊重
　　●認定マーク “くるみん”の取得
　　●社内公募制度
　　●カフェテリアプラン制度

P3の編集方針に基づき、この冊子には掲載せずにWeb版の
CSR 報告書（http://www.ntt.com/csr/report2008/）で
ご報告させていただくテーマを一覧で示します。
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私たちNTTコミュニケーションズグループ
は、1999年に情報通信事業を行う会社
としてスタートして以来、情報社会の多様
なニーズにお応えし、各種サービスを提供
してきました。そして現在、「コミュニケー
ションの新たな価値を創造し現在と未来を
“つなぐ ”パートナー」になることを事業
ビジョン2010に掲げています。ICT事
業を象徴する “つなぐ ”ということに価値
を置く私たちは、行動指針に基づいて、お
客さまやビジネスパートナー、株主のみな
らず、私たちの企業活動によって影響を受
ける競合他社や社会全体、ともに働く職場
の仲間をステークホルダーとして常に意識
しております。そして、「社会への貢献」「地
球環境保護」「人財の尊重」というCSR
基本方針のもと、事業を通じ、すべてのス
テークホルダーとともに社会の持続的発展
を目指していきます。

事業活動と
ステークホルダー

競合他社
私たちは、ＮＴＴグループを代表するグロー
バル企業であり、国内外の競合他社とフェ
アな競争を行っています。また、公共政
策に際して共同で開発を行ったり、業界
発展のための連絡会を開催するなど、さ
まざまなかかわりをもっています。

競合他社への約束　　　　　　　　　　　　
❶競争のルールを守り、フェア、誠実に闘います。
❷フェアに闘うことで、自社の競争力をさらに
高めていきます。

競合他社

ビジネス
パートナー

お客さま

NTT COMMUNICATIONS GROUP

法人ビジネス　ICT Solution Partner

世の中を先取りした「コンサルティング」
型ソリューションを提供します。

ネットビジネス　CreativE- Life for  Everyone

新しいライフスタイル／価値を提案する
パーソナルネットサービスを提供します。

NTTコミュニケーションズグループ

ビジネスパートナー
私たちは、国内外のビジネスパートナー
から、サービスや資材、人材などの提供を
受けています。パートナーとのWin-Win
の関係が持続するよう説明会の実施や、定
期的なフォローとしての評価の見直しを行
うとともに、双方向の意思疎通の場も設け
ています。

ビジネスパートナーへの約束　　　　　　　
❶お客さまに提供する価値を最大化するために、
パートナーとの協力関係を活用します。
❷ビジネスパートナーの選択はフェアに行いま
す。
❸パートナーシップによる効果を最大限に発揮
できる関係を築きます。
❹パートナーシップによってお客さまにバ
リューを提供する際に、不誠実な行為はしません。
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お客さま
私たちは、国内外のお客さまに対してサー
ビスを提供しています。365日 24時間
対応でお客さまの声を聞く仕組みを構築し、
お客さまの声を経営やサービスに取り入れ
ています。

お客さまへの約束　　　　　　　　　　　　
❶「商品・サービスありき」の発想ではなく、お
客さまのニーズをよく理解した上で、　お客さまに
とって本当に価値あるソリューションやサービス
を提供します。
❷ NTTコミュニケーションズグループの社員とし
ての責任とプライドを持って、スピーディ・柔軟・
誠実に対応します。
❸お客さまとの永続的な信頼関係を築きます。
❹どんな時もお客さまの信頼を裏切るようなこ
とはしません。

私たちNTTコミュニケーションズグループは、ICT ソリュー
ションパートナーとして、情報通信サービスの提供を通じ
て、グローバル規模で社会の新たな価値創造や課題解決に取
り組み、豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

■社会への貢献　私たちは、情報通信技術の向上に努め、
グローバル規模で、安定的で信頼性の高い情報通信サービス
を提供するとともに、情報セキュリティの確保に取り組み、
より安心・安全な社会の実現を推進します。
　私たちは、新たなビジネスモデルやライフスタイルの提案・
提供を通じて、社会の新たな価値創造に取り組み、あらゆる
人々が積極的に参加できる社会づくりに貢献します。

■地球環境保護　私たちは、事業活動の全過程において地球環境
保護に積極的に取り組むとともに、情報通信サービスの提供を通じ
て、環境にやさしい社会の実現に貢献します。

■人財の尊重　私たちは、社員一人ひとりの多様性を尊重し、自己実現を可
能とする職場環境をつくるとともに、パートナーの皆さまと高い倫理観を持って、
情報通信のプロフェッショナルとして、企業活動を通じて社会的責任を果たします。

◎CSR基本方針

「法人ビジネス」と「ネットビジネス」
ふたつの事業領域でより豊かなサービス
を提供していきます。
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NTTコミュニケーションズグループ「CSR報告書2008」
を読んで

一橋大学大学院修士課程修了 (公共経済学、環境経済学専攻 )。1986 年に大和証券に入社。
94年に大和総研に転籍。東京都環境審議会委員、神奈川県「かながわ産業活性化懇話会」委
員、環境ビジネスウィメンメンバー、サステナビリティ日本フォーラム評議委員、社会的責任
投資フォーラム理事＆運営委員などを歴任。青山学院大学非常勤講師。アナリスト協会検定会員。

株式会社大和総研 経営戦略研究所　主任研究員
河口 真理子氏

　昨年も第三者意見を述べさせていただき
ました。そのうち昨年も指摘させていただい
たネットワークの信頼性確保について、社
員座談会でも「信頼性を確保したネットワー
クデザインは、社会貢献の要素がある」と
あります。確かに情報ネットワークは今の
社会に欠くことできない重要なインフラで、
信頼性確保は本業そのものでもあります。し
かし信頼性確保のための努力は一切社会に
知らしめないようにすべきでしょうか？　
悪意も善意の情報もすべて平等に扱いかつ
世界で共通して使われるインターネットと
いう社会的なインフラの持つリスク、そし
てそのシステムを昼夜を問わず動かすため
の人的・環境的負荷などネガティブな側面
（すなわち舞台裏）を通信会社は、社会に見
せない努力をしながらマネジメントしてい
るわけです。それは社会として快適なこと
ではありますが、この大変さとリスクもき
ちんと社会に認識させることは信頼性確保
と同様に重要なCSRの一環だと思います。
　一方ダイバーシティの取り組みについて
「IT産業は、基本的にダイバーシティの取り
組みがしやすい業界であり、この分野で業
界のリーダーとしての取り組みを期待する」
と昨年指摘しました。この4月にはダイバー
シティ推進室が設置されており、本腰を入
れてこの問題に取り組む姿勢が伺えること
は評価できます。女性の働きやすさ、仕事
と家庭の両立支援（ワーク・ライフ・バランス）
の取り組みを始めたこと、男女社員数の内
訳、育児休業取得者数などのデータも開示
され、徐々に取り組みが進展していること
が読み取れます。ただし、女性の役付け者

の全体に占める率など、女性従業員の活用
度合いを示す数値がないのは残念です。ダ
イバーシティの目的とは、多様な価値観・
個性を持った多様な人材が活躍できる職場
づくりです。「女性活用」はその第一歩に
すぎません。障がいのある従業員や外国籍
の従業員、派遣や年俸社員などの雇用条件
の違う従業員など、多くのダイバーシティの
切り口が存在します。女性活用に終わるこ
となく、今後は本当の意味でのダイバーシ
ティのとれた職場づくりを長期目標に取り
組んでいただきたいと思います。
　なお今年のトップコミットメントにおい
て、「現在と未来を ”つなぐ ”ことを大前提に、
情報通信サービスという本業を通じてお客さ
まや社会の新たな価値創造に勤める」とあり
ます。実は持続可能性の問題とは、将来世代
と現在世代をどのようにつなぐか、というこ
とでもあります。ネイティブアメリカンの言
い伝えに、「我々は自然環境を7世代後の子
孫から預かっている」というものがあります。
自然は先祖から受け継いだものではなく、子
孫から借り受けている。豊かな自然を次世代
に渡していく義務が我々にはあるのです。し
かしながら現在の我々は将来世代の分まで資
源を食いつぶしています。トップコミットメ
ントはこのようなメッセージとして読み取れ
ることを強調したいと思います。
　また和才社長は、現場力の重要性を強調す
るとともに環境問題解決手段としてのICT
の重要性を訴えています。社員座談会でも「見
える化だけでなく、可視化することが実感に
つながる」というコメントがあります。人々
の行動を起こさせるためには、正確な情報伝

達とその「見える化」そして、それを実感す
るための想像力の強化、があります。いずれ
も ICTが重要な役割を果たす分野です。特に
ICT は人々の想像力を強化するツールになり
得ること、そしてそれは非常に社会的意義の
あること、ということを現場の方々も強く認
識していただきたいと思います。
　最後に地球温暖化対策です。昨年「大胆
な環境戦略を経営戦略の一環に組み込む」こ
とを指摘させていただきました。2004年
に策定された長期ビジョンでは「物質的な豊
かさを至上とする価値観から自然環境の維持
を優先する価値観へ転換が起こらなければな
りません。価値観の転換が生まれ、世界が変
りはじめるためには、世界中の人々が対話を
し、互いを理解しあうことが最も大切だと考
えます。私たちは、（中略）世界に偏在する
古今東西の知恵を交換･共有できるプラット
フォームを提供するとともに、世界中の人々
のコミュニケーションをサポートすることを
通じて、心豊かで、永続的な社会の実現に
貢献します（下線部筆者）」とあり、会社の
本業（ミッション）を即社会の課題解決に結
びつけること、がきちんと明記されていま
す。残念ながらこの長期ビジョンは今年から
はウェブ上だけの開示になりましたが、これ
は環境経営を考える上での精神的支柱であり、
従業員やその他のステークホルダーと広く共
有すべきものなので、常に目に付くところに
掲載すべきではないでしょうか。そして、福
田ビジョンも提示されたことですし、次のス
テップとして超長期・中期目標（2020年ま
で）を策定し、長期的視野にたった環境経営
に取り組んでいただくことを期待します。

◎第三者意見

◎ご意見をいただいて NTTコミュニケーションズ株式会社　代表取締役副社長　グループCSR委員長　田村 正衛

　2007年度は、「NTTコミュニケーション
ズグループCSR基本方針」に基づき、全員
参加型の CSR活動をスローガンとして取
り組んでまいりました。オフィス環境対策
など、従業員一人ひとりが活動に参加する
ことで、みんなで意義を実感・共感し、とも
に考えることができる組織文化浸透の仕組
みづくりを手探りながら進めております。
　私どもは、社会的に重要な情報インフラ
であるネットワークの信頼性確保、健全な

運用のために、お客さまが安心・安全にご
利用いただけるよう日々努めております。
地球温暖化や災害などリスクへの対応は、
通信事業者だけでは解決できない課題が数
多くあります。今回ご指摘いただいた情報
インフラのネガティブな側面を意識した上
で、事業活動においてリーダーシップを発
揮し、ステークホルダーとの継続的なコミュ
ニケーション・協業など全員参加型のCSR
活動を拡大していきます。

　CSR戦略に基づく
中長期目標の達成に向
けて2006年度にCSR
指標を策定し、2007年度は実感の伴う
CSR の見える化を始めました。今後もつ
なぐの精神に則り、長期・超長期的な戦略を
持ってダイバーシティや環境ビジョンなど、
ご期待にお応えできるよう持続可能な社会
の実現に向けて邁進していきます。
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総務部　CSR推進室

NTTコミュニケーションズ株式会社

〒100 - 8019　東京都千代田区内幸町1-1-6
TEL     03 -6700 - 4770　　FAX   03-3539 -3082
E-Mail  csr@ntt.com
URL     http ://www.ntt.com/csr/

本冊子の印刷における環境配慮など

■資材
・用紙
森林管理協議会（Forest Stewardship Council）で認証された適切に管理
された森林からの原料を含む、FSC認証紙を使用しています。

・インキ
VOC（揮発性有機化合物）成分を含まない 100% 植物インキで、大気汚染
の防止に配慮しています。

■製造工程
・グリーン購入ネットワーク（GPN）が定める「オフセット印刷サービス」
発注ガイドラインに基づいています。

・印刷
現像液を使う製版フィルムを使用せず、環境負荷低減につながる CTP印刷を
採用し、印刷時には有害な物質を含む浸し水が不要な、水なし印刷を行って
います。

・製本　
リサイクルに配慮した接着剤を製本に使用しています。不要となった際は、
リサイクルにご協力ください。

■梱包・配送
・本報告書の梱包はエコメールでの個別配送を行っています。

■カラーユニバーサルデザイン
色覚の個人差を問わず、多くの方に見やすい表示を心がけ、NPO法人カラー
ユニバーサルデザイン機構（CUDO）から認証を取得しています。
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